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論 文 要 旨       
 

 

所属ゼミ 坂下玄哲  研究会 氏名 浅倉 史織 

（論文題名） 
日本における化粧品のオンライン購入の阻害要因に関する研究 
 
 
 
（内容の要旨） 
近年日本では EC 化が大きく推進されており、2018 年度の経済産業省の調査では、BtoC における

日本国内の EC 市場規模が 17 兆 9,845 億円であり、すべての商取引金額に対する EC 市場規模の割

合「EC 化率」は 6.22％であることが明らかとなった。日本における 2018 年度の実質 GDP が 0.6%
であったにも関わらず、EC の市場規模は前年より約 1.5 兆円増加しており、EC 市場は堅調な伸び

であると言える。しかし、2018 年度の全産業の EC 化率平均が 6.22％であるのに対して、「化粧品・

医薬品」の項目では、EC化率5.80％に留まった。化粧品のEC化率は家電（32.28%）や家具 （22.51%）

などと比べて非常に低く、EC 化率は未だ停滞していると言える。資生堂など各化粧品メーカーは

2013 年度から EC サイトを展開しているも関わらず、EC 化率が低いことが課題として挙げられて

いる。日本経済新聞（2020.12.29 朝刊）も「化粧品メーカーは EC 化が急務である」と発信し、

その危機感は高まるばかりである。そのような中、2019 年に拡大を見せた新型コロナウイルスの影

響により、これまで恩恵を受けてきたインバウンド需要を取り込むことが困難となり、化粧品メー

カー各社は次々に業績の下方修正を行なった。資生堂によれば、化粧品 EC サイトを運営していた

ものの、インバウンド需要の取り込みのため実店舗の戦略に焦点が当てられ、EC サイトの普及が

疎かになっていた現況があるという（日本経済新聞 2020.12.29 朝刊より）。新型コロナウイルスが

収束を見せない中で、越境的 EC の促進のためにも、化粧品 EC 化は急務であると考えられている。 
 しかし、日本における化粧品マーケティングに関する研究は多く蓄積されてきたが、近年急務と

されている化粧品の EC 化に関する研究はまだまだ少ないのが現状であり、化粧品 EC 化の阻害要

因について理論的視座からの検討が十分に為されているとは言い難い。とりわけ、理論的視座から

研究枠組を構築し、定量的な調査から収集された経験データによって検証を行った研究は非常に限

定的であると言える。そこで、このような研究上の空白を埋めるため、本研究はイノベーション受

容に関する理論をレビューし、理論的に構築した概念モデルを用いた現象の理解を目指す。その上

で、日本における化粧品 EC の普及について、定量調査によって収集された経験データの分析を通

じた実証的な検討を加えている。 
 本研究では、化粧品 EC の普及という現象の解明にあたり、イノベーション受容に関する理論に

依拠した検討を行なった。同理論には、主に２つの研究潮流がある。1つ目は、「技術受容理論（TAM: 
Technology Acceptance Theory）」を中心とした研究潮流である。技術受容理論（TAM）は、消費

者の特定製品の受容に対する意思決定の理由について説明するための理論だとされている（小野 
2008）。２つ目は、Ram（1987）によって構築された「イノベーション抵抗理論（IRT: Innovation 
Resistance Theory）」を中心とした研究潮流である。イノベーション抵抗理論（IRT）は、消費者

が新たなイノベーションを受け入れられない理由を説明するための理論枠組みとされる（Lian & 
Yen 2013）。関連分野のレビューから、少なくとも日本において、新技術受容に関する研究の殆ど

が「技術受容理論」を採用しており、「イノベーション抵抗理論」による研究は非常に限定的である

ことがわかった。そこで本研究では、化粧品 EC 化の阻害要因を識別する観点から、「イノベーショ

ン抵抗理論」をベースにした研究枠組の構築を行なっている。 
 調査方法については、質問票調査を採用し、収集されたデータに対し、統計的分析を行なった。

分析結果から、「使用障壁」がオンライン購入の採用意図にネガディブな関係を持つことが認められ

た。 
 本研究の貢献には、理論的なものと実務的なものがある。理論的貢献の主要なものとしては、日

本における化粧品 EC の普及という現象に対し、イノベーション抵抗理論を用いた検討を行なった

ことがあげられる。これにより、イノベーション受容に関わる研究枠組の拡張を行なっている。実

務的貢献としては、化粧品 EC 普及の阻害要因を特定することで、同サービス普及のための具体的

な指針を提供している。最後に、本研究の限界と展望についてまとめている。 
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第１章 はじめに 
 
第 1節 研究の背景 
 
第 1 項：EC の現況 

 
 近年、情報通信技術（Information Communication Technology）の利用が様々な形態を

取り、多様な分野に進行している。1990年代後半にインターネットが急速に普及したこ

とにより、社会活動や経済活動のあり方に大きな変容を遂げてきた。特に経済分野にお

いては、電子商取引が普及し、活発な情報化投資と新たなビジネスモデルの構築によっ

て、「ITバブル」と称される好景気がもたらされることとなった （長重、2002）。経

済協力開発機構（OECD）の定義によれば、電子商取引とは「ビジネス、家計、個人、

政府、他の公的・私的組織間を問わず、コンピュータに媒介されたネットワーク上で行

われる財あるいはサービスの販売あるいは購買である（長重、2002、29ページ）」。ま

た、その財とサービスはネットワーク上で注文されるが、その支払いや財、サービスの

最終的な配送はオンラインまたはオフラインで行われてよいものとされている（長重、

2002）。本稿においては、このようなインターネット技術を用いる電子商取引を EC
（Electric Commerce）と呼ぶ。 
 日本および世界における EC化への流れについては、大谷（2012）が以下のような整

理を行なっている。先進国においてインターネットが商用化されるようになると、BtoC
や BtoBにおける実験的取り組みが多く開始された（大谷、2012）。企業が EC化の推

を始める一方で、米国が「グローバル ECの枠組み」を示したことを起点に、サミット

において ECが議題に上がり始め、国際的な政策的枠組みの形成が進んでいった（大

谷、2012）。この枠組みでは、①民間主導、②規制緩和、③法的環境の整備、④政府

によるインターネットの特徴の理解促進、⑤国際的な ECの促進が５原則としてまとめ

られた（名和、2000）。また、①デジタル財の ECにおける関税措置、②電子決済の規

制緩和、③グローバルベースの取引規約策定の促進、④知的財産権の保護、⑤プライ

バシーの保護、⑥利用上の安全性、⑦通信インフラの競争障壁の排除、⑧不要なコン

テンツ規制の阻止、⑨市場による技術標準の決定といった９つの課題が示された（名

和、2000）。 

日本においてインターネットが商用化されたのは 1993年であったとされる（大谷、

2012）。1995年、高度情報通信社会促進本部基本方針が発表され、EC化に向けた情報

インフラの総合整備が進められていった（日本情報処理開発協会、1995）。さらに、通

商産業省は電子商取引実証推進協議会（ECOM）を設置し、ECの現況調査や安全かつ

国際的な EC実現のための実証実験プロジェクトを開始した（日本情報処理開発協会、

1995）。その後、インターネットを利用して消費者がアクセスできる「サイバーモー

ル」やオンラインストアが開設された。CDやレコードの販売を行う CDNowや、書籍

を販売する Amazon.com、個人間のネットオークションを提供する eBayの登場である

（Hanson、2008）。日本国内においては、野村総合研究所によるサイバービジネスパー

クや、凸版印刷と慶應義塾大学等によるサイバーパブリッシングジャパンなど、大学、

企業、シンクタンク、ソフトウエア会社等が実験サービスを開始している（日本情報処

理開発協会、1996）。 

このようなオンラインストアには大きな期待が寄せられたものの、必ずしも成功する

訳ではなかった（大谷、2012）。1999年から 2000年前にかけて、多くのオンラインス
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トアが閉鎖されていった（前川、2006）。2000年 3月には米国の株式市場の株価が下落

し、ITバブルの崩壊が始まった（山口、2009）。ITバブル崩壊によって、積極的に事

業拡大を行なっていた Amazon.comが経営不振に陥り、倒産が心配される程であった

（大谷、2012）。この時期から、ECにおける電子決済の安全性と個人情報保護が課題

として認識されるようになる（岡田、2012）。暗号技術の研究が官民で進められ、暗号

通信技術 SSL（Secure Socket Layer）が開発されるとキャッシュカードの番号、有効期

限、セキュリティナンバー等といった個人情報の送受信で決済を行うことが可能とな

り、広く普及していった（大谷、2012）。1999年には不正アクセス禁止法や、「電子ネ

ットワーク運営に関する個人情報保護に関するガイドライン」の策定、2000年の電子署

名法の成立によって、安全な電子商取引のための環境整備が進められていった（日本情

報処理開発協会、1997）。 

2000年までは情報インフラの整備が主であったが、日本社会に本格的に ECが普及す

るのは、2001年、ブロードバンドとインターネット接続の料金定額制度が普及して以降

であった（大谷・名和、2012）。令和元年情報通信白書によると、日本におけるインタ

ーネット人口普及率は 79.8%に上り、固定型ブロードバンド契約数では約 4025万契

約、移動型ブロードバンド契約数は年々大幅に増加し、約 2億 288万契約となってい

る。24時間、どこにいても、低価格で大容量のデータを利用できる環境が整備されてお

り、それに伴って企業と消費者間（BtoC）での EC（電子商取引）の市場規模は大きな

拡大を見せ、1998年から 2007年にかけて約 9倍に成長した（日本情報処理開発協会、

2009）。2018年に行われた経済産業省の調査では、BtoCにおける日本国内の EC市場規

模は 17兆 9,845億円であり、すべての商取引金額に対する EC市場規模の割合「EC化

率」は 6.22％であることが明らかとなった（図表１）。日本における 2018年度の実質

GDPが 0.6%であったにも関わらず、ECの市場規模は前年より約 1.5兆円増加してお

り、EC市場は堅調な伸びを見せていると言える。 
 

図表 1：BtoC における EC の市場規模および EC 化率の経年推移 

 
 
 
 

経済産業省『平成 30 年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商

取引に関する市場調査）』p. 7 より抜粋 



 5 

 
また、物販分野において

は、スマートフォン経由

の EC市場規模が大きく伸び

ている（図表２）。2018年
度のスマートフォン経由市

場規模は、前年比 21.5%増の

3兆 6,552億円となった。こ

れは、物販の EC市場全体

（BtoC）の 39.3%に相当す

る。 
 

 
 
このような EC市場規模の拡大を受け、多くの会社が EC事業強化を掲げており、全産

業において EC市場は伸び続けているのが現状である （経済産業省、2018）。 
 
 
第２項：日本における化粧品市場と化粧品 EC の現況 

 
 経済産業省の「生産動態統計」によれば、リーマン・ショック後である 2009年以

降、化粧品の国内出荷額は１兆 4000億円前後で推移していたが、2012年以降継続して

増加に転じ、2015年の国内出荷額は 1兆 5070億円となった。化粧品市場は、その後前

年比 3%を超える拡大が続き、2018年は前年比 4.1%増の 2兆 6,490億円を記録した（図

表 3）。 
図表 3：国内の市場規模推移 

 
 
 
 
 

経済産業省『平成 30 年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係

る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）』p. 8 より抜粋 

図表２：スマートフォン経由の市場規模の直近 3年間の推移 

矢野経済研究所『インバウンド需要継続と機能性の高い商品の投入によ

り、全カテゴリーで市場拡大』より抜粋 
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市場規模拡大の要因の一つとして、訪日外国人観光客による消費額の拡大が挙げられ、

高価格帯ブランドから低価格帯ブランドまで幅広くインバウンド需要を獲得している点

が指摘されている（富士経済グループ、2018)。また、国内の一般消費者向けに「敏感

肌」や「シワ改善」、「ボタニカル」などに対応する機能性のある商品が広く周知さ

れ、化粧品メーカーによる拡販が進んだことも要因の一つであると考えられる (矢野経

済研究所、2020)。 
 また、各価格帯別に市場規模を捉えると、各価格帯で異なる製品群がインバウンド需

要を取り込んでいることが分かる（図表 4）。高価格帯においては、制度品系最高級ブ

ランドを中心にインバウンド需要を取り込んでおり、市場規模拡大の傾向にある。ま

た、インスタグラムに代表される SNSによって情報拡散が促進され、若年層を中心に

「SNS映え」するオートクチュール系のメイクアップアイテムの需要も高まっている 
(富士経済グループ、2018)。  中価格帯においてもインバウンド需要を取り込んでおり、

リップクリーム、サンスクリーンなどといったボディケア商品を中心に売れ行きが好調

である。また、「しわ改善」「敏感肌」などの効果効能が認められた医薬部外品も発売

され、化粧品メーカーによる拡販が進んだ。特に、「敏感肌」訴求の商品においては、

敏感肌層以外の幅広い需要を取り込み、市場は拡大している (富士経済グループ、

2018)。  低価格帯においては、洗顔料やシートマスクなどといったスキンケアアイテム

がインバウンド需要を取り込んだ。また、メイクアップ商品の中でも「ティント」とい

った新規コンセプトのポイントメイクアップ商品が発売され、需要を獲得している (富
士経済グループ、2018)  。 
 
 

図表 4：価格帯別市場動向 

 
富士経済グループ『国内化粧品市場調査(4) 』より抜粋 

 
 一方、化粧品における EC化率には、まだまだ成長の余地が残されていると言える。

すなわち、2018年度の全産業の EC化率平均が 6.22％であるのに対して、「化粧品・医

薬品」の項目では、EC化率 5.80％に留まっている（引用）。以下の図表５は、物販系

分野の EC市場規模（BtoC）を項目別に表したものである。 
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図表 5：物販系分野の BtoC-EC 市場規模 

 
 

 

 

「化粧品、医薬品」の項目の推計対象は、化粧品全般、医薬品、美容・健康関連器具で

あるため、注意が必要である。化粧品業界で独立した統計は現状見当たらなかったた

め、医薬品業界と合算したデータを参照した (経済産業省、2018)。過去５年の推移につ

いてまとめたものが以下の図表６である。 
 

図表 6：「化粧品、医薬品」の EC 市場規模と EC 化率の推移 

 
 
 
 

経済産業省『平成 30年度 
我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市

場調査）』p. 49より抜粋 

経済産業省『平成 30 年度 我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子

商取引に関する市場調査）』p. 49 より抜粋 
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 図表４に記載のある通り、過去 5年間の EC市場規模推移から 2016年度に市場規模が

やや増加していることがわかる。これは、2014年度 6月に改正された薬事法により、オ

ンラインで一般的な薬品の販売が可能となった影響によるものと推察される（経済産業

省、2018）。 
 図表３、４によれば、「化粧品、医薬品」の EC市場規模は堅調に伸びているもの

の、EC化率は家電（32.28%）や家具 （22.51%）などと比べて非常に低く、EC化率は

未だ停滞していると言える。これは、化粧品、医薬品メーカーのマルチチャネル展開に

起因するものだと考えられる。マルチチャネル顧客の購買特性について研究を行った大

瀬良（2013）によれば、化粧品メーカーのようなマルチチャネル・リテイリングを採用

する企業においては、顧客データベースは販売チャネルごとに構築されるケースが多い

とされる。しかしながら、実店舗のデータ量は少なく、全チャネルのデータを全て捉え

ることは非常に困難である（大瀬良、2013）。日本経済新聞も「化粧品は高価格帯が百

貨店などの専門店、低・中価格帯がドラッグストアやスーパー と価格帯によって販路が

分かれ、電子商取引(EC)の普及は遅れていた（2020.12.29 朝刊）」と説明している。 
 
 また、近年の化粧品業界の特徴として「インバウンド依存」の体質が挙げられる。図

表７を参照されたい。インバウンドの化粧品市場は、2019 年度で 4,000億円規模と言わ

れていたが、新型コロナウイルス拡大の影響により、外国人観光客の入国が大きく規制

され、国内の化粧品メーカーは 2020 年度の業績について相次いで下方修正を行なって

いる。2020 年 6月 4 日付の Business Journalは、「数年間は元に戻ることはないだろ

う。消滅したインバウンド需要を何で埋めるのか。化粧品各社はインバウンドに依存し

ない成長戦略を描けるかが問われており、中国向けの電子商取引（EC）に活路を求めて

いる。今後はインバウンド受容の取り込みのための店舗販売に力を入れるのではなく、

越境的 EC に力をいれていくべきである（同、2020、1ページ）」と報じている。実際に

資生堂は、2023 年に広告のデジタル比率を 90％、EC 化率を 25％に高める目標を 2020

年 8月に打ち出している（日本経済新聞、2020.12.29 朝刊）。 

 

図表 7: 資生堂の売り上げと訪日客数のグラフ 

 
 

 
新型コロナウイルス拡大の影響を受け、化粧品各社の 2020年 4-6月決算は、売上高

の減少幅は 1-3月期より拡大して 3割超にまで達した（三浦、2020）。これは、図表 8

日本経済新聞 2020.12.29 朝刊から抜粋 
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に記載されているように、インバウンド需要が激減したほか、コロナ禍に伴う対面販売

の制約、テレワーク拡大や外出自粛で国内需要も縮小していることに起因している（三

浦、2020）。このような状況下において、 日本経済新聞は「化粧品ブランドにとっ

て、ECへの顧客誘致はいまや急務だ」と警鐘を鳴らしている（日本経済新聞、

2020.12.29 朝刊）。 

 
図表 8: 化粧品企業の四半期業績 

 
 
 
 
第２節 本研究の立場 
 
 化粧品メーカーの EC化が急務とされているにもかかわらず、なぜ日本の消費者は化

粧品をオンライン購入しないのだろうか。この疑問を解明することが本研究の主たる目

的である。こうした目的を受け、本研究は、日本における EC普及の阻害要因に焦点を

当て、理論的、経験的な検討を加える。加えて、化粧品 ECを効果的に展開するための

具体的な指針を提供することを目指す。 
 こうした目的を受け、本研究の構成は以下のようになる。第 2章では、消費者行動の

観点からイノベーション普及に関する既存研究のレビューを行う。第 3章では、化粧品

ECの利用状況や消費者の深層心理を把握するため、探索的調査の結果について論じ

る。第 4章では、化粧品 EXの文脈に既存の理論モデルを当てはめ、その妥当性を検討

する。第 5章では、データ収集の仕方、研究の手法について記述する。続いて第 6章で

は、分析の結果について説明を行なう。第 7章では、その結果に基づいて考察を行い、

本研究の限界と将来の展望について言及する。 
 
  

三浦 充美(2020)「化粧品、Withコロナで流通戦略の再構築が加速か 販路構成で差が
出た 4-6月期業績」Frontier Eyes Onlineより抜粋 
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第２章 先行研究 
 
 前章では、日本における化粧品 EC化率の現況と、新型コロナウイルス拡大によって

これまでの販売形態が限界にあることや、インバウンド需要取り込みが厳しい見通しに

あることを示した。新聞でも報じられる通り、化粧品ブランドにとって EC化は急務で

あるが、化粧品市場規模に対して、ネット通販経由の購入割合は未だ約 5.8%と停滞し

ている。これまで、日本における化粧品マーケティングに関する研究は多く為されてき

たが、近年急務とされている化粧品の EC化に関する研究は少ないのが現状である。し

たがって、化粧品 EC化の阻害要因について、理論的視座からの検討が十分に為されて

いるとは言い難い。理論的に研究枠組みを構築し、定量的な調査によって収集されたデ

ータを用いて検証した研究は非常に限定的であると言える。そこで、このような研究上

の空白を埋めるため、本研究はイノベーション受容に関する理論をレビューし、適切な

理論モデルを用いた現象の理解を目指す。その上で、日本における化粧品 ECの普及に

ついて、定量的な分析を通じた経験的検討を加えていく。 
 
 
第１節 イノベーション受容に関する理論 
 
 「なぜ消費者が特定製品を購入すること、あるいは購入しないことを意思決定したの

だろうか」という疑問は、マーケティングや消費者行動の研究で最も重要なテーマの 1
つである。消費者が製品を購入する際の製品選択の分析は、繰り返して購入される既存

製品でも、新たな新製品でも共に研究が進められているが、革新的な新製品について

は、Rogers（1982）の「普及」に関する研究が流れの１つにある（清宮、徐、2017）。

この研究蓄積は、本来は、米国の農村で新たな技術や考え方が受け入れられるプロセス

について、「普及」という社会学的な視点で分析されたものであった（清宮、徐 
2017）。経営学の分野においても、新製品を顧客が受け入れるプロセスは重要課題であ

るため、この Rogers（1982）の流れを汲む研究が様々な形で深化して行われてきた（清

宮、徐、2017）。現在、このようなイノベーション受容に関する理論研究には、主に２

つの研究潮流が存在している。1つ目は、「技術受容理論（TAM: Technology Acceptance 
Theory）」を中心とした研究潮流である。技術受容理論（TAM）は、消費者の特定製品

の受容に対する意思決定の理由について説明するための理論だとされている（小野 
2008）。２つ目は、Ram（1987）によって構築された「イノベーション抵抗理論（IRT: 
Innovation Resistance Theory）」を中心とした研究潮流である。イノベーション抵抗理論

（IRT）は、消費者が新たなイノベーションを受け入れられない理由を説明するための

理論枠組みとされる（Lian & Yen、2013）。 
 以下では、技術受容理論（TAM）、イノベーション抵抗理論（IRT）についてそれぞ

れ概要を説明し、本研究の目的との関連から考察を行う。 
 
 
第２節 技術受容モデル（TAM） 
 
 情報システム機器の受容について、経営情報システム論の視点から研究を行なったの

が、Davis （1989）や Davis et al.（1989）である（清宮、徐、2017）。本来、技術受容

モデル（TAM）は、組織内の従業員たちに新技術を持つ情報システムを使用させたいと

考え、どのように新システムの使用を促進するべきかを分析するために構築された理論
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モデルである（清宮、徐、2017）。Davis （1989）によると、技術受容モデル（TAM）

では、「知覚された有用性」と「知覚された使用容易性」の２つの概念が態度を規定

し、システム使用意図に影響を与えるとされている。以下の図表９を参照されたい。

Davis（1989）は、この２つの概念が新情報システムの使用行動を説明する上で重要な

要因であると捉えている。「知覚された有用性」はシステムが仕事の成果を高めるとい

うユーザーの主観的な期待感を指し、「知覚された使用容易性」とは、ユーザーが新シ

ステムを使用するにあたり努力を必要としないと期待する度合いである（Davis、
1989）。態度とは、新システムを利用することの「望ましさの度合いを評価したもの

で、個人の肯定的または否定的な感情（中村、2001、53ページ）」である。 
 

図表 9: 技術受容モデル（TAM）の構成概念 

 
 
 
 
 
 
 当初の技術受容モデル（TAM）の目標は、どのような条件下であればユーザーに新

システムを使用させられるかについて、簡便性と汎用性を目指していた（清宮、徐、

2017）。しかし、その単純な構造ゆえ、多くの拡張モデルの開発が行われ、他の研究者

たちの実証研究のもと、様々な外部要因が分析モデルに追加されていった（小野、

2008）。技術受容モデルについての主要な研究について、小野（2008）が以下のように

整理している。Davis（1993）の提起した拡張モデルでは、新たな概念として「品質」

と「新技術の特徴」が追加された。また、Igbaria、Guimaraes ＆ Davis（1995）の拡張

モデルでは、「新技術の特徴・品質」、「所属組織の支援」「新技術提供者の支援」、

「当該分野の経験」、「訓練」の５つの規定要因が挙げられた。Chau（1996）の拡張

モデルでは「知覚された有用性」は長期と短期に分けて説明されると提唱した。これに

対し、Al-Gahtani ＆ King （1999）は「知覚された有用性」を「相対的優位性」に変更

した。さらに、「使用容易性」から「有用性」への関係を媒介する「使用の喜び」を追

加し、7つもの規定要因を列挙した。それらの要因は「専門技術の評価」、「イメー

ジ」、「両立性」、「他者の支援」、「訓練」、「当該分野の経験」、「専攻分野」の

７つである。その後、Venkatesh ＆ Davis（2000）では、「結果実演性」、「結果品

質」、「職務関連性」、「イメージ」、「主観的規範」を外部変数に追加し、分析モデ

ルを拡張した。さらに、「自発性」と「経験」も受容意向に影響を与えると提唱し、拡

清宮政宏・徐明（2017）「新技術受容としてのスマートフォンの購買決定に関する一
考察 : 日本と中国の大学生への小調査からみえるもの」彦根論叢, No. 412, pp. 
20より抜粋 



 12 

張モデルに組み入れた。Venkatesh、Morris、Davis ＆ Davis（2003）では、「使用容易

性」の概念を「努力期待」に、「知覚された有用性」の概念を「成果期待」にそれぞれ

改称し、「促進要因」と「社会的影響」の２つの概念を加え拡張を行なった。さらに、

「年齢」、「性別」、「自発性」、「経験」等の外部変数をモデルに新たに追加した。 
 このように、技術受容モデルは簡便性と汎用性を目指す単純化されたモデルであった

が故に、追随する研究者たちによってモデル拡張の標的となり、複雑な技術受容モデル

が乱立し、非常に多くの代替モデルが存在する状態となった（小野、2008）。中村

（2008）は、多くの研究者たちが導入した規定要因を「理論枠組みのないままに列挙さ

れた包括性と排他性に乏しいものにすぎず、また、それらの束の妥当性を主張する拠り

所は、ここの研究者が行なった基本的に１回限りの実証分析にしかないという大きな問

題点を抱えている（中村、2008、4ページ）」と評価している。 
 これまでのレビューを踏まえると、技術受容モデルは「知覚された有用性」と「知覚

された使用容易性」という２つの概念から消費者の使用意図を説明する理論モデルであ

ると言える。以下では、もう一つの潮流であるイノベーション抵抗理論（IRT）につい

てレビューを行い、本研究との関連性について考察していく。 
 
 
第３節 イノベーション抵抗理論（IRT） 
 
 イノベーション受容に関する理論は本来、「なぜ消費者が特定製品を購入すること、

あるいは購入しないことを意思決定したのだろうか」という疑問に基づき、Rogers 
(1987)の研究から波及したものであった（清宮、徐、2017）。技術需要モデルの観点か

ら「新技術の導入を促進する要因」については多くの実証研究が為されてきたが、「新

技術の導入を阻害する要因」についての実証研究は未だ少なく、特に日本においての実

証研究は非常に限定的である。イノベーション抵抗理論（IRT）を提起した Ram & 
Sheth (1989)は、消費者が新しい技術に直面した際、抵抗感を持つことは非常に本能的な

反応であると示している。このような抵抗感は、新技術の採用によって消費者の現在の

習慣（満足できている現状）において潜在的な変化が発生する時や、消費者の有するそ

れまでの信念構造と新技術が対立する時に生ずるものである（Ram ＆ Sheth、1989）。

Ram and Sheth（1989）は、これらの抵抗感を機能障壁、心理障壁の２つに分けて論じて

いる。前者の「消費者の現在の習慣」から変化することで発生する抵抗は「機能障壁」

と、後者の「消費者のそれまでの信念構造」との対立で生じる抵抗は「心理的障壁」と

定義された（Ram & Sheth、1989）。加えて、Ram ＆ Sheth （1989）は、これらの抵抗

感は、新技術と既存技術の不連続性が高いほど大きくなると示している。以下、イノベ

ーション抵抗理論（IRT）の概念構造を記す（図表 10）。 
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図表 10: イノベーション抵抗理論（IRT） 

 
 
 
 
 Ram ＆ Sheth（1989）によれば、「消費者の現在の習慣」からの変化で発生する機能

障壁は、使用障壁、価値障壁、リスク障壁という３つの下位概念に細分化される。以

下、彼らの枠組に則して整理する。まず使用障壁は、新技術がこれまでの習慣と両立し

ない場合に、消費者が新技術を受容するまでに長い時間を要することを指している。価

値障壁については、消費者が新技術と既存のサービスを評価したとき、既存のサービス

の方が高い価値を提供していると判断すると、新技術を受容しないことを指す。リスク

障壁は、新技術に対する理解が十分でないとき、使用後に発生するリスクや不確実性を

評価できず、受け入れを拒むことを指している。 
 続いて「消費者のそれまでの信念構造」と対立して発生する心理的障壁は、イメージ

障壁と伝統障壁という２つの下位概念に細分化される（Ram ＆ Sheth、1989）。以下に

ついても、彼らの枠組に則して整理する。イメージ障壁については、消費者が、製品お

よびサービスの生産国やブランド、業界について好ましくない印象を持っている場合、

受容が阻害されることを指す。伝統障壁は、新技術が消費者のそれまでの文化と対立す

るとき、受容が阻害されることを指している。 
 Ram ＆ Sheth（1989）によるイノベーション抵抗理論（IRT）においては、上記のい

ずれの障壁についても、その水準が高くなるほど、新技術の採用意図が低くなるとい

う、負の関係が成立することが示されている。 
 
 
第３節 理論の選択 
 
 これまでのイノベーション受容に関する研究では、新技術導入を促進する要因の解明

に焦点が当てられ、多くの実証研究が重ねられてきた（清宮、徐、2017）。その理由を

Laukkanen（2016）は、革新的なモノ（新たな製品やサービス）が既存の製品よりも優

れているという前提や、消費者が常に最新製品を試したいと考えているという前提があ

るからだと指摘している。実際に日本で行われている新製品の普及に関する研究では、

Kushwaha, Dhirb and Sagar（2019）p. 6を元に筆者作成 
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大多数が技術受容モデル（TAM）の観点から考察・解析が行われており、消費者の抵抗

感という視点から考察した研究は非常に限定的であることが分かった。そこで本研究

は、日本における化粧品 ECの促進が遅々として進まない現状を鑑み、イノベーション

抵抗理論（IRT）のフレームワークを採用して研究枠組を構築する。その上で、日本に

おける化粧品 ECの普及を阻害する要因について考察したい。 
 新技術抵抗理論（IRT）の理論枠組みが、化粧品 ECの普及要因考察に適している理

由を２つ挙げたい。１つ目は、イノベーション抵抗理論（IRT）は、３つの機能障壁

（使用障壁、価値障壁、リスク障壁）および２つの心理障壁（伝統障壁、イメージ障

壁）によって構成されている（Ram & Sheth、1989）。技術受容モデル（TAM）で提起

された「知覚された有用性」と「知覚された使用容易性」は、イノベーション抵抗理論

（IRT）における「価値障壁」、「使用障壁」と非常に近似的である。しかし、イノベ

ーション抵抗理論（IRT）ではその他の諸要因についても扱っており、技術受容モデル

（TAM）と比較してより包括的で、広い範囲の現象が説明可能であると考えた。２つ目

は、新技術抵抗理論（IRT）は、新技術の普及要因の考察にあたり、海外の多くの先行

研究によって有用性が確認された理論であることがあげられる。Lian ＆ Yen（2013）に

よれば、先行研究において、イノーべーション抵抗理論（IRT）は ECの文脈でも適用

されてきたことを示している。Molesworth ＆ Suortti（2002）は、IRTを車のオンライン

購入サービスに応用し、使用障壁、リスク障壁、伝統障壁、イメージ障壁が採用意図に

作用することを解明した。また、Laukkanen et al.（2007）では、モバイルバンキングが

IRTの観点で研究され、55歳以上のユーザーについて、上記 5つの障壁が全て働くこと

が確認された。さらに、Laukkanen et al.（2008）はインターネットバンキングにも焦点

を当て、リスク障壁と伝統障壁が最も作用していることを指摘した。また、Lian et al.
（2012）では、オンラインブックストアと消費者の採用意図の間に価値障壁とイメージ

障壁が作用していることが明らかにされている。加えて、Lian ＆ Yen (2013)は、IRTを
台湾の化粧品業界に応用し、化粧品 ECの普及要因を考察している。収集された経験デ

ータの分析結果から、台湾においては、価値障壁と伝統障壁がユーザーの化粧品 EC採

用意図に影響していることが明らかとなった（Lian & Yen、2013）。以上より、イノベ

ーション抵抗理論は化粧品 ECの普及要因を検討するための適切な理論枠組みであると

考えられる。 
 次章では、仮説導出のために行われた探索的調査の結果について記述する。化粧品

ECの文脈において、消費者が直面する具体的な障壁を探っていく。 
  



 15 

第 3章 探索的調査 
 
第１節 調査の目的と概要 
 
 本論の仮説導出の前に、化粧品購買における主なターゲットなる消費者の傾向を把握

するため、インタビューによる定性調査を行った。探索的調査の目的は、日本における

化粧品 EC利用の実際の体験談や深層心理を把握し、前章で述べた５つの障壁（使用障

壁、価値障壁、リスク障壁、イメージ障壁、伝統障壁）との整合性について確認するこ

とにある。同時に、定性調査の結果から得られた具体的な意見について、定量調査にお

ける実際の質問文の設計に活用し、より現象にフィットした形で仮説検証を行うためで

もある。探索的調査では、便宜サンプリングを用いて被験者を抽出し、彼らに対して半

構造化深層面接法による形式でインタビューを行った。調査概要と調査方法は以下の通

りである。 
 
【調査概要】 
調査期間：令和 2年７月 2日〜7月 15日 
対象：化粧品を定期的に購入する 20代〜50代の女性計 14名 
 

図表 11-1: 調査対象のデモグラフィック情報 

 
年代 サンプル数 回答者 

20〜29歳 10 女性 A 

女性 B 

女性 C 

女性 D 

女性 E 

女性 F 

女性 G 

女性 H 

女性 I 

女性 J 

30〜39歳 1 女性 K 

40〜49歳 1 女性 L 

50〜51歳 2 女性 M 

女性 N 
 計 14名 計 14名 

 
【調査方法】 
対象者に対し、各 30分 – 1時間程度のヒアリングを行なった。概要説明の後、以下の設

問に対し半構造化深層面接法による形式で実施した。 
① 化粧品の購入頻度 
② 定期的に購入する化粧品の種類 
③ 各化粧品アイテムの購入場所 
④ 各化粧品アイテムのリピートの有無 
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⑤ 化粧品購入に対する選好度 
⑥ ECサイトでの購入経験の有無 
⑦ ECサイトで化粧品を購入する理由 
⑧ ECサイトで化粧品を購入しない理由 
⑨ 今後の ECサイトでの購入に貢献しうる要因 

 
 
第２節 発見事項 

 
第１項: 化粧品の購買行動 

 
 インタビュー調査の結果、消費者の化粧品の主な購入場所や各化粧品アイテムについ

てのこだわり、化粧品をオフラインで購入することに対して知覚している有用性や、調

査時点での化粧品 ECの問題点が浮き彫りとなった。以下、結果の詳細を設問別にまと

めている。 
 
①  化粧品の購買頻度 
 

図表 11-2: 化粧品の購入頻度 
 

購入頻度 サンプル数 

1ヶ月に 1回以上 6 

2ヶ月に 1回以上 2 

3ヶ月に 1回以上 6 

 計 14名 
 
 「１ヶ月に 1回以上」と回答した 6人は全て 20代および 30代の女性で、「１ヶ月に

1回以上」と回答した女性 2人も 20代であった。「3ヶ月に 1回以上」と回答した 6人
の女性のうち、半数は 40歳以上の女性であった。 
 
② 定期的に購買する化粧品の種類 
 
12名の回答から得られた購入アイテムの種類に殆ど変化は見られず、以下のようにまと

められる。 
 

• 基礎化粧品（化粧水、美容液、乳液） 
• 化粧下地 
• ファンデーション 
• コンシーラー 
• チーク 
• ハイライト 
• アイシャドウ 
• マスカラ 
• アイライナー 
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• アイブロウライナー 
• リップ（口紅、グロス、ティントを含む） 

 
 
③ 各化粧品アイテムの購買場所 
 
 購買場所については、各化粧品アイテムによって大きく異なる結果が見られた。各化

粧品アイテムによって製品特性があり、受容価格帯や購買時のこだわりもそれぞれ異な

るからである。それらの具体的な消費者心理を探るべく、②で記述した各化粧品アイテ

ムごとに、購買場所や購入時のこだわりのについて聞き取りを行なった。 

 

 まず、「基礎化粧品」に分類される化粧水、美容液、乳液については、通販サイトで

購買するケースがいくつか見られ、12名中 4名がオンラインで購買を行っていることが

わかった（図表 11-3）。その他の購買場所は図表 11-3 のようになっていた。また、図

表 11-3 における「コスメショップ」は化粧品全般のみを取り扱うセレクトショップ等

を指し、日本における Shopinや森の朝、アメリカにおける SEPHORAはこれに該当す

る。EC・通販サイトと答えた女性のうち 3名が 20代であり、3名とも基礎化粧品はリ

ピートしているようであった。20代回答者 Aさんは「化粧水とか乳液はこれって決めて
いるブランドがあるから、オフィシャルサイトで買ってるよ」と述べており、特に購買

するブランドが決まっている場合に EC 購買をリピートしていることが伺えた。 

また、ECではなくデパートが購買チャネルとして選択される理由については、以下の

興味深い発話が得られた。 

 

20代女性 Bさん：顔は一番見られる大事な箇所だから、高くても良いものを選
びたい。 
20代女性 Cさん：デパートだとサンプル（試供品）が貰えるから、ドラッグス
トアとかオンラインより試すことができる印象がある。肌荒れは絶対に嫌だから
試供品を貰えるデパートに行って買うよ。 

 

 こうした発話から、リアルの購買チャネルは、特に高価格帯の製品や慎重に購買を進

めたい場合などにより選択される傾向がある可能性があることが分かった。 
 

図表 11-3: 基礎化粧品の購入場所 
 

購入場所 サンプル数 

EC・通販サイト 4 

デパート 3 

ドラッグストア 2 

ディスカウントショップ 
(ハイブランド) 

2 

美容皮膚科からの処方 1 

コスメショップ 1 

 計 14名 
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 次に、「ベースメイク」に分類される化粧下地、ファンデーション、コンシーラーに

ついては、デパートでの購買率が圧倒的に高く、対照的に通販サイトの利用は 0である

ことが分かった（図表 11-4）。なお、そのうち 1名はベースメイクアイテムを「全く購

入しない」と回答していた。ベースメイクアイテムの製品特性やこだわりについて、以

下の様な発話が見られた。 

 

20代女性 Aさん：ベースメイクは価格によって品質の差がでると思う。ベース
メイクは化粧落ちしないことが一番大事だから…。その点デパートでは販売員さ
んがその場で化粧をしてくれて、馴染みとか化粧落ちしないかどうかが実感でき
るんだよね。 

20代女性 Hさん：ベースメイクは個人的に、メイクの過程で一番重要だと思
う。私はベースメイクをした後の肌の艶感とか色味が肌に自然に馴染んでいるか
をすごく重視する。だからこそ、試供品をもらえなかったり、ビューティーアド
バイザーさんがいないようなドラッグストアとか、オンラインストアで買うのは
あり得ない。 

 

 このような発話から、メイクの土台となるベースメイクアイテムは消費者のこだわり

が強く、受容価格帯も広いことから、商品を試したり、店頭販売員から製品知識を得る

ことのできるデパートでの購買が好まれることが分かった。 
 

図表 11-4: ベースメイクの購入場所 
 

購入場所 サンプル数 

デパート 10 

ドラッグストア ※ 1 

ディスカウントショップ 
（ハイブランド） 

1 

EC・通販サイト 0 

 計 13名 

※韓国のドラッグストアで購入 
 
 さらに、「ポイントメイクアップ」に一括されるアイシャドウ、マスカラ、アイライ

ナー、アイブロウライナー、リップであるが、各アイテムによって購買場所の傾向が異

なることが分かった。以下に詳細を示したい。 

 まず、アイシャドウについては、デパートでの購入率が最も高い結果となったが、ド

ラッグストアでの購入ケースも４名見られた（図表 11-5）。一方、EC・通販サイトを

利用したと回答するのは 1名という結果となった。アイシャドウの製品特性について、

以下の様な発話が見られた。 

 

30 代女性 Kさん：実際にオンラインでアイシャドウを買ったことがあるんです
よ。でも届いてみたら全然思っていた色味じゃなくて、そこから色物はオンライ
ンで買わないって決めました。 
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20 代女性 Fさん：アイシャドウは色味で全く印象が変わるから、絶対に試して
から買うかどうか決めたい。 

 

このように、デパートと回答した女性の殆どが「色味を実際に確認したい」と回答し

た。前出のベースメイク同様、アイシャドウは「実際の色味」が購買を左右する強いこ

とから、実際に化粧を施してもらえるブースがあり、店頭販売員から綺麗な色味の出し

方を学ぶことが可能で、商品を実際に試すことができるデパートでの購買傾向が高いこ

とが分かった。 

 一方、ドラッグストア、EC・通販サイトで購入すると回答した 20代女性 Eさん・40
代女性 Lさんは、「アイシャドウは茶色と決めているし、特に拘って購入するものじゃ
ないから」と、ドラッグストアまたはオンラインストアで購買すると言及した。また、

同じくドラッグストアで購入すると回答した中でも、2名の女性は韓国のドラッグスト

アで購入したと話した。20 代女性 Iさんは「韓国のドラッグストアは、日本のデパート
コスメ（デパートで購入できる高価格帯化粧品）に匹敵するプチプラコスメ（低価格帯
の化粧品）がたくさん売っている。だから半年に１回は韓国に行って買い溜めして帰っ
てくる」と言及した。 

 以上のことからアイシャドウに対する製品関与は消費者によって大きくことなり、製

品関与の高い消費者にとってアイシャドウの色味は大きな購買要因の一つであり、デパ

ートでの購入が多く見られることが明らかとなった。一方で、アイシャドウについて製

品関与の低い消費者にとっては、色味と実際の購買行動の結びつきが強くなく、ドラッ

グストアやオンラインストア等安価で購買可能なチャネルが利用されていることが分か

った。 
 

図表 11-5: アイシャドウの購入場所 
 

購入場所 サンプル数 

デパート 8 

ドラッグストア ※ 4 

正規店 1 

EC・通販サイト 1 

ディスカウントショップ 
（ハイブランド） 

0 

 計 14名 

※内 2名は韓国のドラッグストアで購入 
 
 さらに、マスカラについては、ドラッグストアでの購入率が最も高い結果となった

が、デパートで購入する女性は３名に留まった。EC・通販サイトの利用は０名であっ

た（図表 11-6）。（回答者のうち内２名は「全く購入しない」と回答した。）ドラッグ

ストアで購入すると回答した 20 代女性 Jは「マスカラは特にこだわりがない。どのブ
ランドを選んでも、仕上がりは比較的一緒だと思うから、安い方がいいよね」と言及し

た。対して、デパートで購入すると答えた 50代女性 Mは「マスカラは決まったブラン
ドがあるから、デパートで買いたい。ドラッグストアやスーパーで売っているマスカラ
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と違って、睫毛の伸びが違うと感じるからこだわってそのブランドで買っている」と答

えた。 

 このことから、マスカラも前出のアイシャドウ同様、消費者によって製品関与の度合

いが異なっており、それが購買チャネルの違いに結びついていることが分かった。製品

関与の高い消費者にとっては、マスカラの使用によって得られる睫毛の伸びの度合いが

購買と強く関連しており、受容価格帯も広いことからデパートでの購買が好まれてた。

一方で、製品関与の低い消費者は、各ブランドのマスカラのもたらす効果の違いについ

ての知覚が弱く、受容価格帯が狭いことから、ドラッグストアでの購買が好まれること

が分かった。 
 

図表 11-6: マスカラの購入場所 
 

購入場所 サンプル数 

ドラッグストア 7 

デパート 3 

コスメストア 1 

ディスカウントショップ 
（ハイブランド） 

1 

EC・通販サイト 0 

 計 12名 
 
 また、アイライナーとアイブロウライナーについては、ドラッグストアでの購買が圧

倒的多数であることが分かった。ドラッグストアで購入すると答えた女性たちは、アイ

ライナーやアイブロウライナーに大きな拘りはないと指摘した。20代女性 Dは「アイラ
イナーとかアイブロウライナーって商品ごとに大きな違いがないと思うんだよね。多少
色味が違うくらいで、いつもドラッグストアでパッケージを見て良さそうだなと思った
ものを買う。安い方がいいし。」と答えた。EC・通販サイトを選択した女性 Hについ

ては、毎月化粧品数点が届くサブスクリプションサービス「my little box」を利用してお

り、「ウォータープルーフであれば特にこだわりがない」ことから、届いたものを毎月

使用していると回答した。 

 このことから、消費者のアイライナー、アイブロウライナーに対する製品関与は全体

的に低く、各製品によってもたらされる効果の違いが認識されておらず、受容価格帯が

狭い狭く、低価格帯製品を揃えるドラッグストアで多く購買されていることが分かっ

た。 
 

図表 11-7: アイライナー / アイブロウライナーの購入場所 
 

購入場所 サンプル数 

ドラッグストア 13 

EC・通販サイト 1 

デパート 0 

ディスカウントショップ 0 
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（ハイブランド） 

コスメストア 0 

 計 14名 
 
 
 最後に、口紅やグロス、ティントを含むリップ化粧品については、図表 11-8が示す

ように、デパートでの購買率が最も高い結果となった。デパートで購買する理由につい

て、以下のような発話が見られた。 

 

50代女性 N：口紅は色味を実際に見て、顔に合うかどうか確かめてから買いた
い。 

30代女性 K：色味を確認したい。 

20 代女性 G：リップはパッケージが可愛いものが多いから実際に店頭でデザイン
も見ながら買いたい。 

 

さらに、12名のうち 3名の「購買しない」と答えた回答者についても、興味深い発話が

見られた。 

 

20 代女性 D：プレゼントでもらうことが多く、自分で買うことはなくなった。 
20 代女性 H：リップはブランド物でも安価だし、女友達へのプレゼントにはちょ
うどいいんだよね。パッケージも可愛いし。 
 

 以上の発話から、リップ化粧品の製品特性が浮かび上がってきた。リップ化粧品は色

味と購買の結びつきが強く、実際に試すことのできるデパートでの購買が多く好まれる

ことが分かった。また、パッケージや製品デザインの豊富さからギフトとして購入され

る側面もあり、このことからも、ブランドコスメの並ぶデパートでの購買割合が高いこ

とが分かった。 
 

図表 11-8: リップの購入場所 
 

購入場所 サンプル数 

デパート 8 

ドラッグストア ※ 3 

EC・通販サイト 0 

ディスカウントショップ 
（ハイブランド） 

0 

 計 11 名 

※内 1名は韓国のドラッグストアで購入 
 
④ 各化粧品アイテムのリピートの有無 
 
 化粧品アイテムによって、リピート製品の有無の割合が異なっていることが分かっ

た。まず、基礎化粧品についてはリピート率が高く、12名中 7名が同じ基礎化粧品をリ
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ピートしていると回答した。また、アイライナーやアイブロウライナー、マスカラにつ

いてはリピート率が最も高く、11名中 10名がリピートしていると回答した。その背景

として、他の製品に比べて改変の周期が短いことが挙げられる。回答者のうち 3名（20
代および 50代）は「毎回買う度に新しいものを試すのは面倒くさい」と回答してい

た。前出のインタビュー調査で、アイライナー、アイブロウライナー、マスカラは、全

体的に製品関与の低く、製品ごとの効果の差があまり知覚されていないことが分かって

おり、このことが起因しているものと推測できる。一方で、アイシャドウについては、

リピートしていると回答したものは 0名であった。回答者のうち４名は「アイシャドウ
は季節性やトレンド性が高いからリピートで購入しない」と話している。アイシャドウ

は季節や年代によって色味のトレンドが異なる商品であることから、製品関与の高い消

費者にとって、同じ製品をリピートすることはないことが分かった。 
 
⑤ 化粧品の購買に対する選好度 
 
 本インタビューにおいて、消費者の化粧品購買に対する態度を調査するため、選好度

を-5から+5の間で回答してもらった。 
 

図表 11-9: 化粧品購買に対する選好度 
 

選好度 サンプル数 
+5 0 

+4 6 

+3 1 

+2 3 

+1 0 

0 2 

-1 0 

-2 0 

-3 2 

-4 0 

-5 0 

計 計 14名 
 
 選考度と化粧品購買の結びつきについて、以下に考察を記述したい。まず選考度の高

い（+4〜+3）消費者について、今回得られたデータにおいては、選好度が高ければ高い

消費者ほどオンライン購入経験が多く、またデパートでの購入を好む傾向にあることが

分かった。その理由として、デパートにおいて化粧品を実際に試すことの利点が大き

く、色合いや使用感を確認したり、化粧のトレンドアイテムを把握したいという意見が

多く認められた。以下のような発話が選考度＋４から３を選択した回答者に見られてい

る。 
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20 代女性 B：新作の化粧品を調べたりするのがすき。 
20 代女性 G：季節ごとの限定品を見るのがすき。 

20 代女性 A：デパートでタッチアップをしてもらう時、どれが自分を一番よく見
せてくれるか、比較する過程が楽しい。 

 

同時に、デパートでの購入経験を「楽しい」「わくわくする」回答した女性が多く、機

会があれば新たな化粧品アイテムを試したり、自分のメイクスタイルを変えたいと考え

ているようである。その一例が以下の発話に見られる。 

 

20 代女性 C：デパートの化粧品売り場にいるだけでわくわくする。 
20 代女性 F：化粧品を買うと気分転換になる。 

 

また、化粧品のパッケージに言及する回答者は半数の 3人に上り、20代女性 Dは「可愛
いパッケージを眺めながら『どれにしよう』と考える時間が楽しい」と言及した。選好

度の高い消費者ほど、今後の化粧品 ECに期待することとして、オンラインサイト上の

「AIシステム」の高度化を挙げていた。30 代女性 Kは「自分の写真をアップロードし
て化粧品を試せる AIの精度が上がって、今までよりリアルに試せるのであればオンラ
インストアの購入も考えたい」と言及している。 
 次に、選好度が中程度（+2〜-2）の消費者については、デパートよりドラッグストア

を購買場所として好むケースが多いことが分かった。また、今回得られたデータにおい

ては、各化粧品アイテムのリピート率が非常に高く、化粧品トレンドの移り変わりや新

製品の機能や効果に興味はあるものの、同時に化粧品を生活必需品とも捉え、情報探索

に時間をかけたくないと考えていることが分かった。以下は、具体的な発話である。 

 

20 代女性 E：すきだけど、買って失敗したら（肌荒れなどが）怖いという気持ち
があるから、冒険はしたくない。 

20 代女性 J：新しい機能や効能が書かれていると買いたくなるし、流行にのりた
いという気持ちもあるけど、買うときに「家にあるのに・・・」ともったいない
気持ちになり罪悪感が少しある。 

50 代女性 N：（化粧品が好きかと言われると）普通。選ぶのが少し面倒くさい。 

50 代女性 M：化粧品は生活必需品だからすきでも嫌いでもない。 

 

今後化粧品 ECに期待することとしては機能的なことや金銭的なことが多く挙げられ、

オンライン決済ができるかどうかや、発送されるまでの日数、送料を重視していること

が分かった。 

 さらに選好度の低い（-2~-5）消費者については、化粧品アイテムによって異なるもの

の、デパートでの化粧品購入が相対的に多いことが分かった。その理由について、興味

深い発話データを得ることができた。 

 

20代女性 G：ブランドは安心感があって手間賃が料金に含まれていると感じる。
ビューティーアドバイザーさんがその場でタッチアップをして使い方やコツを教
えてくれる。安いもので試すよりも効率的だと思う。 

40代女性 L：低価格帯の商品は肌が荒れる心配があるから、デパートで購入した
商品をずっとリピートしている。一度化粧品で肌が荒れた経験があって、一度荒
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れると直すのが大変だから多少高くても安心感の高いブランド商品を購入して
る。 

 

このように、選好度の低い消費者は化粧品を生活必需品であると捉えており、40 代女性

Lは「本音はあまり化粧をしたくないけど、会社や外に出るとき化粧をしないと出られ
ない」と言及した。今後の化粧品 ECに期待することとしては、金銭的なことが挙げら

れ、送料やポイント還元等が ECでの購入において不可欠であると分かった。 
 

第２項：化粧品の EC 購買理由 

 
 「ECサイトで化粧品を購入したことがあるか」という質問に対し、14名中 12名が

「購入したことがある」と回答した。12名のうち全員 がリピート商品に限りオンライ

ンで購入した経験があることが明らかとなった。オンラインで化粧品を購買する理由に

ついては、最も多く挙げられた購買理由から順に、以下のような理由が挙げられた。 

 

• 物理的距離（店舗まで向かう労力）による負担を軽減するため  
• コロナウイルスの影響で外出を控えたいと考えるため  
• 一度購入した商品ブランドについて、実店舗があるかどうかわからないから  
• 金銭的インセンティブ（低価格、ポイント還元など） 
• 大手 ECサイトで買い物をする際、他の買い物のついでだと思ったため 
• 日本では購入できない化粧品を購入するため  
• 時間的な負担を軽減するため  
• すぐ手元に欲しいため  
• 実店舗が存在しないため  
• ECサイト上で先行販売が行われるため  
• 限定パッケージでの販売があったため  

 
 これらの理由の中で、「物理的距離による負担を軽減するため」「新型コロナウイル

スの影響で外出を控えたいと考えるため」を挙げた回答者が最も多かった。物的距離に

よる負担について、20代女性 Jは「社会人になってからデパートまで出向く時間も元気
もなくなちゃって…。ドラッグストアで買えるものは会社帰りに買うけど、デパコス
（デパートコスメ）はオンラインで買うかな」と回答した。また、外出を控えたいと回

答した 50代女性 Mは、2019 年度のコロナウイルス拡大の影響を受け、「コロナの感染
者数が増えるにつれて、自粛が呼びかけられる中で外に出かける機会が減っていった。
デパートは『密』が怖いし、今回は仕方なくオンラインストアで買うことにしたのよ」

と言及した。 

 以上のことから、EC 購買において「物理的距離を軽減できる」ことは利用者にとって

最大の利点となっているようである。また、時代的背景が EC 利用を後押しした可能性

が考えられる。2019 年 11月に中華人民共和国、湖北省武漢市付近で発生が確認され、

パンデミックを引き起こした新型コロナウイルスは、日本国内でも感染者数が増加した

（日本経済新聞、2020.3.12. 朝刊）。新型コロナウイルス感染拡大防止のために外出

自粛が呼びかけられ、「新しい生活様式」が広まった（厚生労働省、2021）。このよう

な状況下において、家から外出し店舗へ向かうことで発生する感染リスクを抑えるた

め、EC 購買を行なったケースが多く見られた。 
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第３項：化粧品の EC 非購買理由 

 
「ECサイトで化粧品を購入したことがあるか」という質問に対し、14名中 2名が「購

入したことがない」と回答した。その理由について、回答を以下にまとめた。オンライ

ンで購入経験があると答えた 12名についても、その後オンラインで化粧品を購買しな

くなったケースにおいて、どのような理由が挙げられるか探るため、インタビューを行

なった。最も多く挙げられた非購買理由から順に、以下の様な理由が言及された。 

 

• その場で商品を試すことができないため 
• 店舗の方が受動的に新しい商品を模索できるため  
• 送料がかかるため  
• 試供品サンプルを貰うことができないため 
• ECサイトの安全性が心配であるため 
• 商品の到着までに時間を要するため 
• 他の買い物ついでに（デパートおよびドラッグストアで）購入したいため 
• 販売元に対する不安があるため 
• 店頭のビューティーアドバイザー（店頭販売員）によるタッチアップ、商品の説

明を受けたいため 
• ドラッグストアのポイント還元率が高いため  
• 店舗で行われている肌測定を行なってもらえないため 
• ECサイトで探索する際と比較し、実店舗（デパート）での購買経験の方が楽し

いと感じるため 
• ブランドを超えての比較検討が困難なため 
• ECサイトの種類が多く、他サイトと価格を比較して最安値を探すなど、探索努

力についての負担が大きくかかるため 
• ECサイトで購入したものが届く際、過剰包装を処理することが面倒なため  
• ECサイトで購入したものが届く時間帯に在宅していることが難しいため 
• オンライン親和性が低いため 

 
 最も大きな理由として「その場で商品を試すことができない」という理由が挙げられ

た。30代女性 Kは「アイシャドウとかチークとかの色物は特に、オンラインで買いたく
ない」と言及した。ECサイト上の写真や文字からは伝わらない実際の色味、実際に肌

の上に乗せた時の発色や粉感、使用感（不快感がないかどうか）、持続度を実際に店舗

で確認してから購入したいようである。実際にオンラインで化粧品を購入し、「思って

いたものと違う」と感じた経験があると回答した者は５名に登った。また、色味と購買

行動が強く結びつく、アイシャドウやベースメイクの他に、基礎化粧品についても特有

の懸念点が指摘された。 

 

50 代女性 M：基礎化粧品をオンラインで買うのは特に怖いわね。自分の肌にあっている
かどうか分からないじゃない。もし万が一肌荒れが起こってしまったら嫌だもの。 

20 代女性 C：店頭だと何日か分の小さなトライアルキットを貰えるよね。トライアルキ
ットを試してから買うかどうか決めるから、オンラインストアで新しい（購買経験のな
い）化粧水を買うことはないかな。 
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一部の消費者にとって基礎化粧品は、肌荒れなどのリスク回避を理由に「商品を試して

から買いたい」という消費者心理が働いていることが分かる。 

 また、試供品やサンプルが購入のきっかけとなると言及した女性もいた。20代女性 F

は「デパコス（デパートコスメティックス）のフロアを覗くと、大抵サンプルが貰えて
嬉しい。家で試してみて効果あるな！って思ったら休みの日に買いに行くよ。オンライ
ンだと商品があり過ぎて、どれがいいのか分からない」と言及した。このように、デパ

ートやドラッグストアでの購買体験を、「新たな商品と出会うきっかけ」と捉える回答

者は 4名おり、「店舗に出向いた際に他の製品を探索し、手にすることが多い（30 代回

答者 K）」という回答が見られた。化粧品の情報探索の場が、各販売チャネルとなって

いるようである。 

 また、上記の様な化粧品特性上の問題ではなく、ECサイト上の問題点も指摘された。

20代女性 Jは「ECサイトの写真がモデルさんがしている化粧だと、自分からかけ離れ
すぎていて買おうと思えない。私みたいな普通の女の子が化粧しているところを見て
（購入を）決めたい」と言及した。事前に商品を手に取り、試すことのできない EC 購

買において、EC サイト上のモデルの起用が実際の仕上がりの視覚化を阻害している可能

性がある。その他にも、「ECサイトの安全性が心配であるため」という回答も４件見

られた。50 代女性 Nは「特に決済情報（クレジットカード情報など）を入力することに
すごく不安があるのよね。極力（EC サイトを）使いたくないかな」と言及した。一部の

消費者にとって、決済情報などの個人情報の流出、漏洩が、EC 利用の上で大きな不安要

素となっていると考えられる。加えて「販売元に対する不安があるため」という回答も

見られた。中国出身の 20代女性 Dはオンラインモール（電子商店街）に多くの「まが

いもの」を販売する業者が存在することを挙げ、「顔につけるものだからこそ、まがい
ものを買ってしまうことにすごく不安を感じる」と言及した。高級化粧品ブランドのパ

ッケージやロゴを模した「まがいもの」が一部販売されており、このことが販売者の顔

が見えづらい EC サイトの懸念点として認識されているようである。 
 
 
第４項：今後の化粧品 EC に期待すること 

 
 本インタビューでは「今後、化粧品 ECでの購入に貢献しうる要因を挙げてくださ

い」という質問を設計し、消費者の化粧品 EC に対する具体的な要望を探った。最も多

く挙げられた要因は、割引やポイント還元などの「金銭的インセンティブ」であり、14

名中 12名がこれに言及した。次に多く指摘された要因は「送料」であった。14名中 7

名がこのように答え、20代女性 Jは「送料が高くないのであれば買ってもいいかも」と

話した。さらに、サンプルを事前に試すことのできるようなシステムがあれば、新規商

品（試したことのない商品）も購入する可能性があるという回答も３件あった。サンプ

ルを事前に取り寄せるようなサービスを希望しており、20 代女性 Bは「 30mlボトル
（トラベルサイズ）２本に対し、1000円から 1500円程度の価格で試すことができるの
であれば利用したい」と回答した。また、14名のうち 3名の回答者が近年 ECサイトに

搭載されている AIシステムに触れた。30代女性 Kは「自分自身の顔写真をアップロー
ドすれば、気になる化粧品が施された顔が表示されるサイトがあるんだけど、まだその
精度は低いと思う。将来的に向上すれば、化粧品を試さなくても ECサイト上での新規
購入もあり得る」とオンライン購入の可能性を示唆した。その他、前出の「まがいも

の」に対する不安解消のため、販売元の不安感が拭えるような口コミの多さやオフィシ

ャル公認マーク制度などができれば、オンラインで買いたいという回答も得られた。外
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国出身の 20代女性 Dと 40代女性 Lであった。最後に、限定品の販売を求める声も確認

された。20 代女性 Hは「特にいつもリピートして購入するものについては、限定ボト
ル、パッケージが同じ価格で販売されていれば、ECサイト上で購入したい」と言及し

ている。 

 このように、化粧品 EC に対する要望には多くの具体的発話データを得ることができ

たが、消費者の最も期待する点は金銭的なインセンティブであった。店頭で得られるよ

うな情報量、タッチアップのサービスが受諾できないからこそ、割引やポイント還元な

どを求める声が多かった。次に挙げられた送料についても、金銭的な負担を減らしたい

と考える消費者が多いことが分かる。さらに、サンプルを事前に試すこのできる仕組み

や、オンラインサイト上で化粧品を試すことのできる AI システム、オフィシャル公認

マーク制度など、化粧品 EC 構造の更なる進化を求める声も多かった。 
 
 
第３節 まとめ 
 
 本章では、化粧品 ECの利用状況や化粧品の購入場所を調査するヒアリング調査内

容・結果について述べてきた。本調査における最も大きな発見事項は、各化粧品アイテ

ムには製品特性があり、アイテムによっては「実際に試す」という過程が、消費者の化

粧品の購入意思決定において大きく影響しているという点である。この探索的調査は、

消費者の化粧品購入経験、またはオンラインストアでの購入における深層心理を掴む目

的で行われた。ヒアリング調査によって ECサイトで表現できる製品特性（色味、肌に

のせた時の発色感、使用感、持続度）に限度があることが確認された。これまでの販売

形態では、それらの不安感が試供品や店頭でのタッチアップによって補われてきた。し

かし、オンラインストアでの購入経験はこの「試す」という重要な過程を補うコンテン

ツが少なく、このことがオンラインストアに対して大きな不安感を生み出している。タ

ッチアップを再現しようと搭載されている AIシステムも未だ精度が低いと見られてい

ることも明らかとなった。 
 これらの不安感はさまざまな障壁と深く関連していると考えられる。そこで、本ヒア

リング調査で得られた具体的な知見も参照しつつ、以下ではイノベーション抵抗理論

（IRT）の理論枠組に沿って仮説を導出する。 
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第４章 仮説の導出 
 
第１節 使用障壁 
 
 Ram & Sheth (1989)によれば、消費者の既存のワークフローや過去の経験、使用パタ

ーン、慣習が新製品と対立している場合に新技術の受容が阻害され、使用障壁が生じる

と示されている。また、消費者の習慣の変更を必要とする新製品・新サービスは、顧客

から受け入れられるまでに比較的長い時間を必要とするとも指摘されている（Ram & 
Sheth、1989）。 
 化粧品のオンライン購入に際しては、「オンラインストアの製品ラインナップが多

く、探索努力についての負担が大きい」ことや「オンラインストア上でも能動的な探索

を必要とする」といった発話が探索的調査において確認された。定性調査では、デパー

トやドラッグストアなどの店頭での情報探索が多く確認されたが、これまでの情報探索

の習慣と新技術（EC）が両立しないという点で使用障壁に該当し、化粧品 ECの普及を

阻害する要因として機能する可能性が十分に考えられる。従って、以下の仮説を導出す

る。 
 
仮説１ 使用障壁は消費者の採用意図に対しマイナスの影響を与える 
 
 
第２節 価値障壁 
 
 消費者が革新的な製品と既存の製品の価値の違いを評価した時、革新的な製品が既存

の製品よりも高い価値を提供しない限り、ユーザーは変更を受け入れようとしない

（Ram & Sheth、1989）。Ram ＆ Sheth（1989）は、これを価値障壁と表現した。つま

り、既存製品・サービスよりも高価値であると見なされなければ、新製品・サービスは

受容されないということ意味する。 
 化粧品のオンライン購入に際しては、「ビューティーアドバイザーによるタッチアッ

プや説明を受けられない」、「その場で試すことができない」、「試供品をもらうこと

ができない」などの意見が、探索的調査によって挙げられていた。これはつまり、消費

者が新技術（EC）と既存の購買経験を比較し、上記のような既存サービスのみに認め

られる点に価値を感じているということを意味する。すなわち、ここで挙げられた意見

が価値障壁として影響する可能性があると考えられる。このことから、価値障壁は化粧

品 ECの普及を阻害する要因として機能すると考えられる。従って、以下の仮説を導出

する。 
 
仮説２ 価値障壁は消費者の採用意図に対しマイナスの影響を与える 
 
 
第３節 リスク障壁 
 
 Ram and Sheth（1989）は、消費者が革新的な技術に直面し、革新的な製品を十分に理

解していない場合、その使用後に発生するリスクと不確実性を評価できず、最終的に受

容を拒否することを示している。このリスク障壁は、新製品・サービスのリスクに対す

る消費者の認識に依存しているものだ。Ram ＆ Sheth（1989）によれば、リスクは様々
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な形をとり、身体的、経済的、機能的、社会的など、新製品・サービスは常にある程度

のリスクを伴うものだが、リスクを感知する度合いが高ければ高い程、その受容も遅く

なると指摘している（Ram & Sheth、1989）。 
 事前に行なった探索的調査によれば、化粧品のオンライン購入の文脈では「ECサイ

トの安全性に不安がある」という意見が多く上がっていた。詳しくは、決済情報が漏洩

することやプライバシー保護が十分になされるかといった点である。これは、新技術

（ECウェブサイト）に対する理解が十分でなく、使用後に発生するリスクや不確実性

を評価できずに受け入れを拒む可能性があることを示唆しており、リスク障壁の一つと

して認められると考える。このことから、リスク障壁は化粧品 ECの普及を阻害する要

因として機能する可能性がある。従って、以下の仮説を導出する。 
 
仮説３ リスク障壁は消費者の採用意図に対しマイナスの影響を与える 
 
 
第４節 伝統障壁 
 
 伝統障壁とは、イノベーションが消費者の既存の文化、確立された伝統、社会的規範

に変化を生じさせた場合や、消費者の社会的価値観や家族の価値観に変化を及ぼそうと

する場合に生じるものである（Ram & Sheth、1989）。伝統障壁は、実際の製品・サー

ビスと関わる過程ではなく、消費者の既存の文化や価値観との対立によって生じる心理

的障壁であり、その対立が大きければ大きいほど、抵抗は強くなる（Ram & Sheth、
1989）。 
 化粧品のオンライン購入においては、「化粧品は実店舗で買いたい」という回答が多

く、これはどの年代、選好度の消費者においても共通するものであった。「今後の化粧

品 ECに期待すること」という設問においても「化粧品をオンラインで購入するつもり

はないけれど…」と回答する女性は 7割に上った。既存研究では、オフラインチャネル

でのそれまでの習慣は、チャネルをオンラインに切り替える際に悪影響であると論じら

れている（Lu, Cao, Wang & Yang、2011）。Lu, Cao, Wang ＆ Yang （2011）は、実店舗

などの物理的チャネルにおける以前の習慣が、オンラインへのチャネルスイッチの際に

生じる主要な障壁の 1つであることを示している。このような要因は、イノベーション

抵抗理論における従来の障壁に分類できる（Lian & Yen、2013）。以上のことから、伝

統障壁は化粧品 ECの普及を阻害する要因として機能している可能性が高いと考える。

従って、以下の仮説を導出する。 
 
仮説４ 伝統障壁は消費者の採用意図に対しマイナスの影響を与える。 
 
 
第５節 イメージ障壁 
 
 イメージ障壁は、消費者が新製品・サービスの発信国、ブランド、業界、またはその

他の特性について不利な印象や否定的な関連を持っている場合に発生すると Ram ＆ 
Sheth（1989）は示している。 一般的に、新たな製品やサービスは、その起源から特定

の特性を継承するといわれており、そのような特性は、製品カテゴリーやブランド名、

原産国である可能性があると、Laukkanen, Sinkkonen & Laukkanen （2009）は論じてい

る。探索的調査において、化粧品のオンライン購入では「特に輸入された化粧品につい
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て『まがいもの』が販売されている可能性がある」という不安が示され、「特定の高価

格帯の化粧品については、中国製の偽造品が実際にオンラインモールで出回っている」

といった情報が示された。消費者が製品や生産国、ブランド、業界について好ましくな

い印象を持っている場合は「イメージ障壁」として受容が阻害される。従って、これら

の意見はイメージ障壁として認識され、化粧品 ECの普及を阻害する要因として機能し

ていると考えられる。従って、以下の仮説を導出する。 
 
仮説５ イメージ障壁は消費者の採用意図に対しマイナスの影響を与える。 
 
 
 以上の５つの仮説を検証するため、次章ではデータ収集の手続きや研究手法について

記述する。 
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第５章 研究手法 
 
第１節 データ収集 
 
第１項：調査概要 

 

 本調査は、2020年 11月 24日から 2020年 11月 31日の間に実施された。また、デー

タ収集の方法として便宜サンプルによる質問表調査が採用された。アンケートの配布方

法については、新型コロナウイルス拡大の影響により、感染予防の観点から Questant

を用いたWeb配布を採用した。Questantとは、市場調査会社マクロミルの開発した、

Web上で完結するセルフアンケートツールである。実際の質問表の配布については、

LINEグループへの展開や Facebookなどの SNSによる拡散によって行われた。また、本

調査は、対象者を「女性」と限定して行われた。対象者から男性を除外した理由とし

て、本調査は細かな化粧品アイテムについての設問事項を多く設けており欠損値を最小

限に抑えるため、日常的に多くの化粧品アイテムを使用する女性を調査の対象とした。

今回の調査で集められた有効サンプル数は 389件（欠損値なし）となっている。これら

の経験データを対象に、以降の分析が行われた。 
 
第２項：調査項目 

 

 質問票の構成については、主に４つの部分から成り立っている。化粧品のオンライン

購入経験を測定する質問、化粧品 ECの利用に関して感じる障壁と採用意図を測定する

質問、回答者の化粧品に対する知識や関与を測定する質問、回答者自身のプロフィール

に関わる質問である。回答者の途中脱落を防ぐため、回答者にとって答えやすい質問か

ら始まるよう構成し、プライベートに関する回答者のプロフィールについての質問は最

後に設定した。なお、質問数は 45問で、全ての質問は回答必須とした。実際に配布さ

れた質問表については、巻末の付録を参照されたい。 
 化粧品 ECに対して感じる障壁と採用意図を測定する質問については、既存研究で採

用されていた測定尺度に依拠し、合計で 6つの構成概念（計 17項目）について測定を

試みた。使用障壁は 5つの項目、価値障壁は２つの項目、リスク障壁は３つの項目、伝

統障壁は２つの項目、イメージ障壁は２つの項目、採用意図が３つの項目で構成されて

いる。各質問項目への回答については、「１ 非常に同意する」、「２ 同意する」、

「３ やや同意する」、「４ どちらともいえない」、「５ やや同意しない」、「６ 同意

しない」、「７ 全く同意しない」の 7件法を採用した。測定にあたっては、Lian & Yen
（2013）に基づき、17項目のうち 9項目を逆転項目とした。リスク障壁の３項目、伝統

障壁の１項目、イメージ障壁の２項目、採用意図の３項目である（図表 12）。結果とし

て、各障壁の項目については、点数が高いほど回答者の感じる障壁の高さが高く設定さ

れ、採用意図についても同様に、点数が高いほど回答者が化粧品 ECを採用しようとす

る意図が高くなるように設定された。 
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図表 12: 測定項目 
 
変数 測定項目 
採用意図（UB） UB1: 私の意見では、化粧品をオンラインで買うことは簡単

だ。 
UB2: 私の意見では、化粧品をオンラインで買うことは便利

だ。 
UB3: 私の意見では、化粧品のオンラインストアはすぐに使用

できる。 
UB4: 私の意見では、化粧品のオンライン購入はわかりやす

い。 
UB5: オンラインストアで、パスワードと個人情報を変更する

ことは便利だ。 
価値障壁（VB） VB1: 化粧品をオンラインで買うことは経済的だと思う。 

VB2: 私の意見では、化粧品のオンライン購入によって、支払

いの詳細や商品情報をより管理できるようになると思う。 
リスク障壁（RB） RB1: 化粧品をオンラインで購入しているときに、オンライン

接続が切れてしまわないか心配だ。 
RB2: 化粧品をオンラインで購入している最中に操作ミスが起

きないか心配だ。 
RB3: 化粧品をオンラインで購入している最中に、ユーザーネ

ームやパスワードといった個人情報が紛失し、第三者の手に

渡ることが心配だ。 
伝統障壁（TB） TB1: 化粧品を購入する必要があるとき、実店舗のスタッフに

サービスを提供してもらいたい。 
TB2: 化粧品を購入する必要があるとき、自分自身でオンライ

ンで購入したい。 
イメージ障壁（IB） IB1: 私の意見では、新しい技術は複雑すぎて役に立たないこ

とがよくある。 
IB2: オンラインのショッピングサービスは使うのが難しいイ

メージがある。 
採用意図（AI） AI1: 私は化粧品をオンラインで購入したい。 

AI2: 私は将来的にオンラインで化粧品を購入するだろう。 
AI3: 利便性向上のためにオンラインで化粧品を購入したいと

思う。 
※: 逆転項目  

 

  

Jiunn-Woei Lian, David C. Yen. (2013), “To buy or not to buy experience goods online: Perspective of innovation 
adoption barriers.” Computers in Human Behavior 29 (2013), pp. 671-672を参考に筆者作成 
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第２節 分析手法 
 
 本研究では、相関分析と共分散構造分析（SEM）の二段階アプローチを採用した

（Anderson & Gerbing、1988）。二段階アプローチは測定方程式モデルと構造方程式モ

デルによって構成される。測定方程式モデルでは、モデルの適合度指数を用い、モデル

全体の適合度を検証した後、確認的因子分析等といった分析手法を通じ、各構成概念の

信頼性と妥当性を検証した（Anderson & Gerbing、1988）。構造方程式モデルにおいて

は、共分散構造分析（SEM）を実際に行うことにより、各構成概念間の因果関係を測定

した（Anderson & Gerbing、1988）。この結果から、第４章で示した仮説を検証した。

これらの分析を行うために使用された統計プログラムは SPSS 26と AMOS26である。 
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第６章 結果 
 
第１節 サンプルのプロフィール 
 
第１項：サンプルの特性 
 
 質問表調査から、欠損地のない 389のサンプルが回収された。図表 13-1から図表 13-
6は 389件のサンプルのプロフィールをまとめたものである。 
 

図表 13-1: サンプルの年齢 
 
 年齢については、全体の半数以上のサンプルが 20代に集中していることが分かっ

た。特に 25-29歳のセグメントについては、総サンプル数の 48.1%を占めた。 
 

 
 
（有効サンプル数 389件） 
  

出所：筆者作成 
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図表 13-2: サンプルの出身地 
 
 全サンプル 389件のうち、93.9%が日本出身であり、4.3%が中国出身であることが分

かった。 

d 
 

国名 度数 % 
日本 365 93.9% 
アメリカ 2 0.5% 
中国 17 4.3% 
フランス 0 0.0% 
韓国 2 0.5% 
イギリス 1 0.3% 
オランダ 1 0.3% 

オーストラリア 1 0.3% 
計 389 100.0% 

 
 
（有効サンプル数 389件） 
 
  

出所：筆者作成 
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図表 13-3: サンプルの居住地 
 
 続いて、現在の居住地については、全サンプル 389件のうち、98.0%が日本在住であ

ると答えていた。 

 
 

国名 度数 % 
日本 381 98.0% 
アメリカ 2 0.5% 
中国 1 0.3% 

オーストラリ

ア 2 0.6% 
スペイン 1 0.3% 
シンガポール 1 0.3% 
ドイツ 1 0.3% 

計 389 100% 
 
 
（有効サンプル数 389件） 
 
  

出所：筆者作成
≈ 
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図表 13-4: サンプルの職業 
 
 サンプルの職業については、会社員が全サンプルの半数である 52.2%を占めた。ま

た、サンプルの 13.8%は学生であり、10.2%パート・アルバイト、8.4%は主婦であるこ

とが分かった。 
 

 
職業 度数 % 
会社員 201 52.2% 
公務員 20 5.4% 
自営業 21 5.4% 
会社役員 7 1.8% 
自由業 5 1.3% 
専業主婦 29 8.4% 
学生 51 13.8% 

パート / アルバイト 39 10.2% 
無職 6 1.5% 

計 389 100.0% 
 
 
（有効サンプル数 389件） 
 
 
  

出所：筆者作成
≈ 
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図表 13-5: サンプルの収入 
 
 総サンプル数 389件のうち、58.6%が 399万円以下と回答した。その理由はおそらく

回答者に占める 20 代の割合が高いからと考えられる。次いで 400-599万円が 25.1%、

600-799万円が 11.3%であった。 

 

 
 

収入 度数 ％ 
399万円以下 229 58.6% 
400-599万円 97 25.1% 
600-799万円 43 11.3% 
800-999万円 9 2.3% 
1,000万円以上 11 2.8% 

計 389 100% 
 

 
（有効サンプル数 389件） 
 
 
  

出所：筆者作成
≈ 
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第２項：サンプルの化粧品 EC の利用状況 

 

 389名の回答者のうち、70.1%の 272人が化粧品をオンラインで購入した経験があっ

た。残り 29.9%の 117人については、オンラインでの購入経験がなかった。 

 

図表 14-1: 化粧品のオンライン購入経験 

 

 
 
 
 
（有効サンプル数 389件） 
 
 
  

出所：筆者作成
≈ 
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 前述のオンライン購入経験のある回答者の中で、現在も化粧品をオンライン購入して

いると答えた回答者は 70.8%であった。 

 

図表 14-2: 化粧品のオンライン購入継続の有無 

 

 
 

 

 
（有効サンプル数 272件） 
 
  

出所：筆者作成
≈ 
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 オンラインで購入経験のある 272名の中で、最も購入されていた化粧品アイテムは基

礎化粧品であった（83.9%）。また、ベースメイクを購入した回答者は 56.6%、リップを

購入した回答者は 42.3%であった。 

 

図表 14-3: オンライン購入した化粧品アイテム 

 
 

 
化粧品アイテム 度数 % 

基礎化粧品 228 83.9% 
ベースメイク 153 56.6% 
フェイスカラー 64 23.7% 
アイシャドウ 89 32.8% 
マスカラ 56 20.8% 
アイライナー/ アイブロウライナ
ー 59 21.9% 
リップ 115 42.3% 

 
 
（有効サンプル数 272件） 
 
  

出所：筆者作成 
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 最もよく利用されている化粧品 EC ストアは、各ハイブランドの公式オンラインスト

アであることが分かった。ハイブランドの公式オンラインストアの中でも、153名のう

ち 21名が「Dior」と答え、最も多い結果となった。次いで、14名が「CHANNEL」と回答

し、9名が「shu uemura」と回答した。ハイブランドの公式オンラインストアの次に最

もよく利用されていたのは、オルビスの公式オンラインストアで、次いで Qoo10、＠

Cosme Shoppingが続いた。 

 

図表 14-4: 利用したことのある化粧品 EC サイト 

 
 

ECサイト 度数 
ハイブランドの公式オンラインストア 153 
オルビスの公式オンラインストア 58 
Qoo10 52 
＠Cosme  Shopping 42 
Amazon 42 
資生堂の公式オンラインストア 35 
楽天 25 
ファンケル 21 
MEECO 10 
åHaunkyu Beauty Online 8 
マツモトキヨシの公式オンラインショップ 8 
NOIN 2 

 
 
 
（有効サンプル数 272 件） 
 
 

出所：筆者作成 
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第２節 データ分析 
 
第１項：測定方程式モデル 

 
 第２章、第４章で前述した「イノベーションの障壁」を測定する 14 項目が想定通り

の 5因子（使用障壁、価値障壁、リスク障壁、伝統障壁、価値障壁）となることを確か

めるため、逆転項目の処理を行ない、SPSSを用いた探索的因子分析を行なった。その

際、斜交回転法のひとつであるプロマックス回転を用いた。その結果については、図表

15 を参照されたい。伝統障壁の TB1 がシングルアイテムとして、どの因子にも属さない

結果となった（図表 15-1）。因子抽出後の共通性は 0.170であり、パターン行列（図表

15-2）では、TB2 と異なる因子と異なる単独因子として独立性が高いことが分かった。

シングルアイテムとして伝統障壁を扱えば、信頼性や妥当性の検証が十分に行えないた

め、「伝統障壁」に該当する TB1 と TB2 の因子を削除し、再度分析を行なった。その結

果、想定通りの４因子（使用障壁、価値障壁、リスク障壁、伝統障壁、価値障壁）が抽

出された（図表 15-3）。 

 
図表 15-1: 共通性 

因子 初期 因子抽出後 

使用障壁１：化粧品をオンラインで買うことは簡単だ 0.546 0.649 

使用障壁２：化粧品をオンラインで買うことは便利だ。 0.511 0.577 

使用障壁３：化粧品のオンラインストアはすぐに使用できる。 0.564 0.693 

使用障壁４：化粧品のオンライン購入はわかりやすい。 0.480 0.546 

使用障壁５：パスワードと個人情報を変更することは便利だ。 0.322 0.403 

価値障壁１：化粧品をオンラインで買うことは経済的だと思

う。 

0.178 0.222 

価値障壁２：支払いの詳細や商品情報をより管理できる。 0.290 0.719 

リスク障壁１：オンライン接続が切れてしまわないか心配だ。 0.507 0.585 

リスク障壁２：操作ミスが起きないか心配だ。 0.573 0.821 

リスク障壁３：個人情報が紛失することが心配だ。 0.329 0.351 

伝統障壁１：実店舗のスタッフにサービスを提供してもらいた

い。 

0.150 0.170 

伝統障壁２：自分自身でオンラインで購入したい。 0.307 0.438 

イメージ障壁１：新しい技術は複雑すぎて役に立たない。 0.387 0.697 

イメージ障壁２：オンラインは使うのが難しいイメージがあ

る。 

0.432 0.473 

 

 

 

  

出所：筆者作成
≈ 
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図表 15-2: パターン行列 

 
 

 
図表 15-3: TB1、TB2 削除後のパターン行列 

 
 
 
 

出所：筆者作成 

出所：筆者作成 



 45 

 
その後、AMOSを用いた確認的因子分析を行なった。その結果、モデルの適合度は、

CMIN/DF=2.66、TLI=0.922、CFI=0.95、RMSEA=0.065であった。この水準の適合度指標

は、有効なものとして既存研究において採用されている（Hair, Black, Babin ＆ 

Anderson、2010）。より詳細なモデルの適合度については、図表 15-4 を参照された

い。 

 

図表 15-4: モデル適合度 

 

CMIN 127.676 
CMIN/DF 2.66 
GFI 0.945 

RMSEA 0.065 
NNFI(TLI) 0.922 
CFI 0.95 
IFI 0.95 

 
 
 
第２項：信頼性と妥当性の分析 
 
 各構成概念に対して、信頼性と妥当性の検証を行なった。まず、構成概念の信頼性を

確認するため、Cronbach α係数を採用した。Cronbach α係数の評価については様々な

基準が存在している。Hair，Black，Babin ＆ Anderson（2009）によれば、Cronbach 

α係数は、0〜1 の範囲の信頼性を測定するために使用され、0.6〜0.7 の値が許容範囲

の下限と見なされると示している。また、Nunnally（1978）と Gronlund（1985）も同様

の意見を示している。Nunnally（1978）は、0.6 が許容可能範囲であると指摘した。ま

た、 Gronlund（1985）は、0.6–0.85 が学術上の決定に役立つと示した。本研究では、

価値障壁を除く３つの構成概念が基準を満たしていることが分かった（図表 16-1 を参

照）。価値障壁の２項目については、許容可能範囲とされる 0.6 を下回るため、信頼性

が欠如しているものと判断し、削除して以降の分析を行っていくこととした。価値障壁

を除く 3つの構成概念は、0.6 を上回る Cronbach αの値が得られたため、内部一貫性

的信頼性を有すると判断できる。 

 

図表 16-1: 信頼性分析 

 

障壁 使用障壁 価値障壁 リスク障壁 イメージ障壁 採用意図 
項目数 4 2 3 2 3 

Cronbachの
α 

0.822 0.525 0.782 0.689 0.914 

 
 
 

出所：筆者作成 

出所：筆者作成 
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 次に、構成概念の妥当性を検証するため、収束的妥当性と弁別的妥当性の２つを評価

した。収束的妥当性は、平均分散分析と確認的因子分析で検証した。確認的因子分析と

は、「先行研究や理論から因子構造はわかっており、そのような構造が実際に手にした

データに認められるどうかを検討しようとする方法（浦上、脇田、2008、34ページ）」

である。確認的因子分析によって測定された因子負荷量は、観測変数と潜在変数との対

応関係の強さを評価する指標である。基準化された因子負荷量が 0.35以上である場

合、収束的妥当性があると認識される（Hair et al.、2010）。本研究では、この基準

が満たされている。詳しい数値については、図表 22 を参照されたい。また、平均分散

分析については AVE（Average Variance Extracted）の指標を用い、各構成概念の分散

の程度を評価した。各構成概念の収束的妥当性を確認するためには、AVE基準値が 0.50

以上である必要がある（Hair et al.、2010）。本研究では、全ての構成概念がこの基

準を満たしていることを確認した（図表 16-2 を参照）。よって、本研究における各構

成概念には収束的妥当性があると確認された。 

 
図表 16-2: 因子負荷量 

 

 使用障壁 リスク障壁 イメージ障壁 採用意図 

使用障壁１ 0.766    

使用障壁２ 0.741    

使用障壁３ 0.812    

使用障壁４ 0.731    

使用障壁５ 0.485    

リスク障壁１  0.766   

リスク障壁２  0.890   

リスク障壁３  0.587   

イメージ障壁

１ 

  0.660  

イメージ障壁

２ 

  0.799  

採用意図１    0.891 

採用意図２    0.857 

採用意図３    0.945 

 

 
 
  

出所：筆者作成 
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図表 16-3: 妥当性分析 

 

 CR AVE MSV ASV 
使用障壁 0.879 0.513 0.605 0.353 
リスク障壁 0.655 0.574 0.429 0.229 
イメージ障壁 0.84 0.536 0.332 0.228 
採用意図 0.922 0.756 0.601 0.323 
 
 
 
 最後に、弁別的妥当性の確認を行う。弁別的妥当性があることを確認するためには、

因子間相関係数の平方と AVE を比較し、AVE の値が大きいことが求められる（Hair et 

al.、2010）。本研究ではこの条件を満たしている。従って、本研究における各構成概

念は、収束的妥当性および弁別的妥当性の両方を満たしているため、十分な妥当性があ

ると判断できる。 

 なお、前述の通り、仮説で述べられた構成概念である伝統障壁は低い因子負荷量が検

出され、伝統障壁の 1変数は独立性が高くなっていた。さらに、信頼性の検証も行なっ

たところ、0.325 と 0.6 を大きく下回る Cronbach α係数が算出されたため、構成概念

から削除した。また、価値障壁についても、Cronbach α係数= 0. 525 と低い水準を示

したため、Hair et al.（2010）による方法論的提案に基づいて、これらの構成概念は

以下の共分散構造分析から除外した。よって、最終的な測定方程式モデルには、使用障

壁、リスク障壁、イメージ障壁、採用意図の４つの構成概念が含まれることとなった。 
 
 
第３項：構造方程式モデル 

 
 上記の３つの因子（使用障壁、リスク障壁、イメージ障壁）が採用意図に及ぼす影響

を検討するため、共分散構造分析を行なった。その結果、モデル適合指数は、

CMIN/DF=2.66、TLI=0.922、CFI=0.95、RMSEA=0.065であり、データと適合した結果が得

られた（同様の研究として Hair，Black, Babin ＆ Anderson、2010等がある）。最終

的な構造モデルは図表 17-2 を参照されたい。以下では、図表 17-1 と図表 17-2 の結果

から、各仮説の検証をしていく。 

 

仮説１ 使用障壁が消費者の採用意図に対してマイナスな影響を与える 
 使用障壁から採用意図へのパス係数は、-0.63であり、統計検定量は—8.709 となっ

た。統計検定量の絶対値は基準値とされる 1.96 を上回るため、パス係数は有意を示す

こととなった。よって、仮説１は支持され、消費者が感じる使用障壁が高ければ高いほ

ど、消費者の採用意図が低くなることが認められた。 

 

仮説３ リスク障壁が消費者の採用意図に対してマイナスな影響を与える 
 リスク障壁から採用意図へのパス係数は、0.15であり、統計検定量は 1.879 となっ

た。統計検定量の絶対値は基準値とされる 1.96 を下回るため、パス係数は有意性を示

さなかった。よって、仮説３は支持されなかった。 

 

出所：筆者作成 
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仮説５ イメージ障壁が消費者の採用意図に対してマイナスな影響を与える 
 イメージ障壁から採用意図へのパス係数は、−0.01であり、統計検定量は-0.128 とな

った。統計検定量の絶対値は基準値とされる 1.96 を下回るため、パス係数は有意性を

示さなかった。よって、仮説５は支持されなかった。 
 
 

図表 17-1: 係数表 

 
   推定値 標準誤差 検定統計量 確率 ﾗﾍﾞﾙ 
F1 <--- 使用障壁 -.761 .087 -8.709 ***  

F1 <--- リスク障壁 .116 .062 1.879 .060  

F1 <--- イメージ障壁 -.013 .104 -.128 .898  

Q28_R <--- イメージ障壁 1.000     

Q27_R <--- イメージ障壁 .879 .086 10.182 ***  

Q23_R <--- リスク障壁 1.000     

Q22_R <--- リスク障壁 .804 .056 14.382 ***  

Q24_R <--- リスク障壁 .664 .059 11.299 ***  

Q16 <--- 使用障壁 1.000     

Q15 <--- 使用障壁 1.238 .084 14.755 ***  

Q17 <--- 使用障壁 1.288 .084 15.248 ***  

Q18 <--- 使用障壁 1.096 .080 13.731 ***  

Q19 <--- 使用障壁 .798 .094 8.505 ***  

Q12S8_R <--- F1 1.000     
Q13S8_R <--- F1 1.255 .059 21.357 ***  
Q14S8_R <--- F1 1.206 .061 19.645 ***  

 
 
 
  

出所：筆者作成
≈ 
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図表 17-2: 構造モデル 

 
 
 
 
 以上の分析結果から、仮説１の「使用障壁が消費者の採用意図に対しマイナスな影響

を与える」のみが支持された。採用意図に対し影響度を示しているのは、今回収集され

た経験データの分析から、使用障壁のみであるという結果が得られた。 

 

図表 17-3: 研究結果のまとめ 

 

 

 

 

 

 

仮説検証結果 

仮説１ 使用障壁が消費者の採用意図に対しマイナスな影響を与え

る。 

結果１ 支持された 

仮説２ 価値障壁が消費者の採用意図に対しマイナスな影響を与え

る。 

結果２ 信頼性の基準を満たさなかったため、分析から摘出 され

た 

仮説３ リスク障壁が消費者の採用意図に対しマイナスな影響を与

える。 

結果３ 支持されなかった 

仮説４ 伝統障壁が消費者の採用意図に対しマイナスな影響を与え

る。 

結果４ 信頼性の基準を満たさなかったため、分析から摘出	され

た。 

仮説５ イメージ障壁が消費者の採用意図に対しマイナスな影響を

与える。 

結果５ 支持されなかった 

 

出所：筆者作成
≈ 

出所：筆者作成
≈ 
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第７章 結論 
 
第１節 結果のまとめと考察 
 
 これまで日本におけるイノベーション受容に関する研究は技術受容モデルを用いた研

究が殆どであり、消費者がサービスを採用しようとする動機に焦点を当て、研究が重ね

られてきた。化粧品の文脈においても同様に、消費者の ECチャネル選択行動を解明す

る中で技術受容モデルが限定的に用いられてきた。一方で、消費者が新製品・サービス

を採用しない理由について検討することも、化粧品 EC の阻害要因を特定して普及を促

進するにあたり、非常に重要なことだと考えた。こうした問題意識から本研究では、消

費者が化粧品購入においてオンラインチャネルを採用しない理由について、理論的に特

定された５つの障壁の視点から探ることを目的とし、経験データの収集、および分析が

行われた。以下では、検証結果の解釈を行う。 

 はじめに、リスク障壁およびイメージ障壁においては、有意な結果が得られなかっ

た。この理由としては、今回の調査で収集されたサンプルがオンライン親和性の高い若

年層に偏っていたことが考えられる。すなわち、そのような世代は、特にリスク障壁、

イメージ障壁に対して特異な傾向を保有していた可能性があると考えられる。本研究で

行われたアンケート調査では、総サンプル数（389）の 48.1%が 25-29歳であり、20 代

は全体の 59.7%を占めた。分析結果として、リスク障壁、イメージ障壁ともに全体的に

低い水準に偏っており、説明変数のばらつきが小さかった。こうした偏りが結果に影響

している可能性が高い。また、この結果は既存研究（Laukkanen et al.、2007、2008）

とも整合的である。すなわち、2007 年に Laukkanen et al.によって行われたモバイル

バンキング普及に対する阻害要因の研究では、サンプルを 55歳以上、55歳未満と分け

て分析を行なっている。55歳以上のグループでは、全ての障壁（使用障壁、価値障壁、

リスク障壁、伝統障壁、イメージ障壁）の影響が確認されたが、55歳未満のサンプルで

は、使用障壁および価値障壁以外においては有意な影響が確認されなかった。このこと

は、若年層における障壁の影響の相対的な低さを意味していると推察できる。こうした

傾向は本研究においても確認されており、整合的である。この点について、今後はサン

プルの拡張によってリスク障壁、イメージ障壁について異なる結果が得られる可能性が

あると考えている。 

 次に、今回収集されたデータにおいては、使用障壁が採用意図に最も強く影響してい

ることが確認された。使用障壁とは、消費者の既存のワークフローや慣習が新製品・サ

ービスと対立する際に生じる障壁である（Ram ＆ Sheth、1989）。化粧品購入の文脈に

置き換えれば、これは店舗での化粧品購入と比較して、オンライン購入が分かりづら

い、使いづらい、便利ではないと捉えられることを意味する。本研究の結果は、このよ

うなオンライン購入に対する使用上の障壁が消費者に強く知覚されており、それがオン

ラインチャネルの選択を阻害している可能性が高いことを示唆している。この点につい

ては、探索的調査のインタビュー結果において確認された、化粧品をオンライン購入し

たくない理由について「商品の種類が多く、探索努力の負担が大きいから」と回答した

女性が 8割に上っていることとも整合的である。既存の化粧品販売チャネルは、店頭販

売員が常駐しているため、目当ての商品が見つけやすい。能動的な探索を必要とせず、

受動的に必要な化粧品や新製品についての情報を得ることができる。質問票調査におい

ても、普段の情報探索手段に関する質問項目への回答において、デパートの店頭と答え

た女性は全体の 21%、化粧品ブランドの店頭と答えた女性は 22.8％、ドラッグストアと
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回答した女性は 30.7%にも上っていた。この結果からも、今回収集されたデータにおい

ては、消費者がオンラインサイト上での能動的な情報探索に障害を感じていることが推

察される。また、オンライン購入においては、既存の化粧品販売チャネルでの購入で必

要のなかった会員登録等といった諸手続きが必要となることも、消費者に敬遠される使

用障壁の一つとして影響していると考えられる。質問票調査における「化粧品のオンラ

イン購入で嫌だなと思うことについて、あてはまるものを全てお選びください」という

質問項目では、「オンラインサイト使用にあたり、会員登録などの初期設定が面倒くさ

い」の回答が最も多く、40.9%の人がそのように回答していた。この結果からも、日本

の消費者が、これまでの販売チャネルで必要のなかった会員登録というワークフローに

障壁を感じており、このことが EC 化を阻害している可能性がうかがえる。 

 

第２節 追加分析と提言 
 

 具体的な提言を行うために、本研究ではさらなる追加分析を行なった。質問票調査に

よって収集された全ての有効サンプル（389名）について、化粧品のオンライン購入に

対する回答によってヘビーユーザー、ライトユーザー、ノンユーザーにグルーピング

し、一元配置分散分析を行なった。なおヘビーユーザーとは「現在も継続してオンライ

ン購入をしている消費者」であり、192名のユーザーがこれに該当した。対して、ライ

トユーザーは「何度かオンライン購入をしたが、採用を辞めた消費者」であり、80名が

これに該当した。そして、ノンユーザーは「これまで１度もオンライン購入を行ったこ

とのない消費者」であり、117名がこれに該当した。追加で行なった一元配置分散分析

および多重比較の結果から、ノンユーザーである程使用障壁が高いことが明らかとなっ

た（F(2,386)=21.882, p<0.017）。具体的には、ヘビーユーザーの平均値は 1.88（標準

偏差 0.326）、ライトユーザーの平均値は 1.99（標準偏差 0.112）、ノンユーザーの平

均値は 2.103（標準偏差 0.305）であった（図表 18-1）。この結果から、ノンユーザー

に向けて使用障壁を低減させる施策を打つことは、EC販売への誘導に有効であると考え

た。本節では、それまでオンラインで化粧品を購入したことのない顧客を新規に取り込

むための施策に焦点を当て、特にノンユーザー群について追加分析の結果をもとに提言

を行なっていく。 

図表 18-1: ANOVA および Tukey HSD test の結果 

 

 
 出所：筆者作成

≈ 
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ノンユーザーの知覚する使用障壁の実態について把握するために、更なる分析を行っ

た。質問票調査によって収集されたデータに対して、各ユーザー群と化粧品のオンライ

ン購入の難点についてクロス表分析のχ二乗検定を行ったところ、有意な結果が得られ

た(χ^2=7.54, Df=2, p<0.022 )。すなわち、「化粧品のオンライン購入で嫌だなと思

うこと」の回答で、ノンユーザーの 38.5%が会員登録などの初期設定を面倒くさいと感

じていることが明らかとなった。図表 18-2 を参照されたい。他の項目と比較した際、

「ビューティーアドバイザーによる説明がない」と並んで「オンラインストア使用にあ

たって、会員登録等の初期設定が面倒くさい」の項目が最も多いことが分かる。また、

これは他のグループにおいても同様であり、ヘビーユーザー、ライトユーザーにおいて

も「会員登録等の初期設定が面倒くさい」という回答が最も多い結果となっている。こ

のことから、ノンユーザー（およびライトユーザー、ヘビーユーザー）はオンラインス

トア利用にあたって、会員登録などの初期設定に対して使用障壁を感じていることが分

かった。このような使用障壁を崩すためにはどのような施策が考えられるだろうか。 

 

図表 18-2: クロス表分析のχ二乗分析の結果 

 

項目 ヘビーユーザー ライトユーザー ノンユーザー 

商品の安全性に不安がある。 26.6% 30.0% 31.7% 

ウェブサイトの安全性に不安があ

る。 
16.7% 13.8% 19.7% 

決済情報や個人情報の入力に不安

がある。 
22.4% 25.0% 21.4% 

ポイントなどのお得感がない。 8.9% 7.5% 5.1% 

店頭のビューティーアドバイザー

による説明がない。 
30.7% 27.5% 38.5% 

購入したい化粧品のオンライン販

売がない。 
10.9% 8.8% 10.3% 

オンラインストア使用にあたっ

て、会員登録等の初期設定が面倒

くさい。 

41.1% 35.3% 38.5% 

 

 

 既存研究では、解明された使用障壁に対する施策として、主に２つの提言が為されて

きた（Ram ＆ Sheth、1989、Lian ＆ Yen、2013）。１つ目は、消費者の教育である。

実店舗での購入を好む消費者に対し、オンラインストアの使用を親しみやすく解説した

資料を手渡す等といった策が有効であるとされてきた（Lian ＆ Yen、2013）。

Laukkanen et al.（2007）のモバイルバンキング普及の阻害要因に関する研究では、使

用障壁の解消について、パンフレットの配布等で使用方法を分かりやすく解説する施策

が有効であると示されている。これにならい、化粧品購入時のオンラインウェブサイト

の利用方法について店頭でパンフレットを配布することは、有効な施策の一つと言える

だろう。加えて、オンラインウェブサイト上の使用簡易性も非常に重要である。本研究

出所：筆者作成
≈ 
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のアンケート結果を踏まえると、特に会員登録プロセスを可能な限り簡易に設計すると

いったユーザーインターフェース（UI）の改善は、使用障壁を下げる上で有効な施策で

あると考える。 

また、イノベーション抵抗理論を提起した Ram ＆ Sheth（1989）は、各障壁につい

て、消費者の抵抗を克服するためのマーケティング戦略を記しており、「使用障壁を崩

すためには、使用を義務付けることが重要である（Ram ＆ Sheth、1989、14ページ）」

と提言している。このことから、ノンユーザーが店舗に来店する際、店頭で会員登録を

してもらうようプロモーションを行うことも有効ではないかと考えられる。具体的に

は、初めて会員登録を行う顧客を対象に、店頭販売員がアテンドし、その場で会員登録

を促進するというものである。その際「面倒くさい」と感じさせる工程を極力低減させ

ることは重要であろう。上記のユーザーインターフェースの設計に加え、QRコードの活

用などによって、スマートフォンから簡単にオンラインサイトへのアクセスを促すこと

が可能である。また、会員登録を行った顧客に対し、サンプルをギフトとして配布する

ことで、新商品の販売促進とオンライン購入の促進を兼ねて行うことも可能であろう。 

以上から、ノンユーザーに対するオンライン購入促進のための提言は以下のようにま

とめられる。まず、会員登録等に必要な入力プロセスを極力削減するユーザーインター

フェース（UI）は、使用障壁を下げる上で有効な施策の一つである。さらに、ノンユー

ザーがオンライン購入を試みやすい環境を整備するため、店舗に来店するノンユーザー

に対して、店頭での会員登録を義務付けるような活動を行う。その際、登録方法・使用

方法を分かりやすく解説したパンフレットの提示、店頭販売員の付き添い、QRコードの

活用、そしてサンプルギフトの配布が、使用障壁の提言に寄与すると考えている。 

 では、会員登録のプロモーションを行なったのち、オンラインストア上の購入を促す

ためにどのような施策が考えられるだろうか。アンケートの調査結果をもとに、ノンユ

ーザー群とオンラインで購入したい化粧品アイテムについて一元配置分散分析を行なっ

たところ、ノンユーザーにとって、オンライン購入の抵抗感が最も少ない化粧品アイテ

ムは、アイライナー、マスカラ、アイシャドウであることが分かった

（F(2,386)=42.969, p<0.00）。具体的には、アイライナーの平均値は 4.25（標準偏差 

1.503）、マスカラの平均値は 4.23（標準偏差 1.690）、アイシャドウの平均値は 3.88

（標準偏差 1.727）であった。これらの化粧品アイテムについて、重点的な販売促進を

行うことがノンユーザーの誘致に有効だと考えられる。 

 さらに、オンラインストア上の販売促進にあたって、商品の安全性について十分な説

明を行うこと、ビューティーアドバイザーを活用することは必要不可欠であると考えて

いる。前出のクロス表分析のχ二乗検定を用い、ノンユーザーと他のユーザー群の「オ

ンライン購入の嫌なところ」を比較したところ、有意な結果が得られた（χ^2=7.54, 

Df=2, p<0.022）ノンユーザーは、「会員登録等の初期設定が面倒くさい」と感じる

（38.5%）ことに加え、商品の安全性（31.7%）や、店頭のビューティーアドバイザーに

よる説明がないことに不安を感じる（38.5%）傾向が高いことが明らかとなった（図表

18-2）。ヘビーユーザーおよびライトユーザーと比較しても、この傾向が強いことが窺

える。商品の安全性について、ヘビユーザーは 26.6%、ライトユーザーは 30.0%が懸念

を抱いているが、ノンユーザーは 31.7%と最も高い。また、ビューティーアドバイザー

による説明がないことについても、ヘビーユーザーは 30.7%、ライトユーザーは 27.5%

が不安感を示しているが、ノンユーザーはその割合が最も高く、38.5%である。このこ

とから、ノンユーザーに対しては、分かりやすい成分表を提示することや口コミの掲載

部分を全面的に押し出す等といった施策によって、商品の安全性を訴求し、オンライン

購入を促すことが有効であると考える。また、ビューティーアドバイザーによる商品説
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明や販売促進をオンライン購入と結びつけることも有効な施策の一つであると言えるだ

ろう。 

 近年では、ビューティーアドバイザーが自らをモデルとし、オンラインウェブサイ

ト、SNSを通じて、自社製品の使用方法やメイクアップ技術についてプロモーションを

行うケースも多く見られる。例えば、コーセーは総合美容情報サイト「Maison KOSE」

に STAFF START を導入した（日本経済新聞、2020.8.4 朝刊）。これは店舗の販売員がお

すすめ商品の写真や動画を投稿し、インターネットを介しての接客を可能とするもので

ある。コーセーではビューティーアドバイザーが STAFF START をも用い、自らをモデル

として、メイクのコツや化粧品アイテムの紹介、レビューを投稿し、顧客づくりや販売

促進に繋げている。さらに、メイクの基本的な技術を伝える動画コンテンツも多く揃

え、ビューティーアドバイザーのリアルな声を反映することで、消費者のメイクへの関

心や意欲を換気している。コーセーでは、各ビューティーアドバイザーによって、コン

テンツのプレビュー数や投稿をきっかけに購入された商品数、ビューティーアドバイザ

ー間の売り上げ順位まで可視化できるよう設定されているという。このようなフィード

バックの可視化や販売額に応じた成果報酬制度の採用によって、販売員のモチベーショ

ン向上に繋がり、消費者のオンライン購入を促す仕組みを醸成している（日本経済新

聞、2020.8.4 朝刊）。これまでは「店頭販売員」としての役割を担ってきたビューティ

ーアドバイザーであるが、これをオンライン販売戦略の大きなリソースと捉え、「EC デ

ジタル接客」を積極的に進めている好例である（日本経済新聞、2020.8.4 朝刊）。この

ような施策は、ノンユーザーにおいて顕著である「ビューティーアドバイザーによる説

明がない」ことに起因する不安感を緩和できる可能性が十分にあると考えている。 

 以上のことから、ノンユーザーに向けた提言の一つとして、ビューティーアドバイザ

ーによる EC デジタル接客の環境・制度の整備は重要であると考える。その上で、オン

ラインストアや SNS上のプロモーション活動を積極的に行い、商品の安全性を十分に訴

求しながら、アイライナー、マスカラ、アイシャドウを重点的に押し出していく施策が

有効ではないだろうか。 
 
 
第３節 貢献 
 

 本節では、本研究によってもたらされた意義のうち、理論的なものと実務的なものに

ついて論じる。 
 
第１項:理論的貢献 

 
 本研究の理論的な意義は、イノベーション抵抗理論を日本の化粧品 EC 普及という現

象に当てはめ、検討したことである。これまでの日本の化粧品 EC の研究は殆どが定性

的なものであり、簡易的な質問票調査による大まかな傾向の把握が多いのが現況であっ

た。理論をベースとした研究枠組みを構築し、経験データを用いて検証した研究は日本

においても非常に限定的であることから、同研究領域の精緻化を促進できたのではない

かと考えている。同時に、イノベーション普及に関する研究の蓄積に対して、日本にお

ける化粧品 EC という特異な現象について検証を行うことで、理論の一般化を促してい

る。本研究の結果は、限定的ではあるものの、イノベーション抵抗理論が日本における

化粧品 EC の文脈で適用可能であることを示している。今後は、日本や他国において、

また異なった分野での適用を促す可能性も考えられる。 
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第２項 実務的貢献 

 

 実務的貢献としては、本研究の調査結果が、化粧品メーカー、化粧品のリアル販売チ

ャネル、そしてオンラインリテーラーの戦略立案に資することがあげられる。まず、研

究結果において、使用障壁が重要な障壁であることを指摘している。これは、消費者が

オンラインストアを利用する際に、店舗での購入と比較して大きな利点がないと感じて

おり、オンラインで購入をするのに手間がかると認識している可能性を示唆している。

この点から、化粧品メーカーにとってチャネル戦略の取るべき方向性を示していると言

える。また、オンラインリテーラーについても同様である。消費者のオンライン購入を

促すために使用障壁を除くべきであるという提言は、オンラインリテールにおいて売上

を伸ばすための直接的な提言になると考えている。リアル販売チャネルにとっては、直

接的な競合であるオンラインリテーラーの今後の戦略オプションが具体的に示されたこ

とで、競争戦略策定の上で重要な示唆を提供していると言える。 

 
 

第４節 本研究の限界と展望  
 
 以上のような貢献はあるものの、本研究はいくつもの限界を有している。ここでは、

構成概念の妥当性、内的妥当性、外的妥当性の３つの観点から研究の限界について整理

したい。まず、構成概念の妥当性については、いくつかの構成概念において、信頼性分

析の結果が十分なものではなかったことが挙げられる。既存研究の理論枠組みにあった

伝統障壁および価値障壁の Cronbach α値が基準値に満たなかったために、分析から除

外することとなった。これは、重要な限界であると捉えている。本来であれば、より日

本に、そして現代に適合した新たな尺度の開発がなされるべきであった。しかし、経済

的、時間的な制約によって実施できなったことは、重大な限界として指摘されるべきだ

ろう。今後、より日本の文脈に則した尺度開発が待たれるところである。 

内的妥当性については、本研究では３つの障壁と採用意図の関係を検討したが、実際

に消費者の採用意図に影響を与える他の要因が存在する可能性も高いだろう。本研究の

定性調査において「化粧品 EC を採用しない理由を教えてください」という質問を行な

ったところ、化粧品オンラインストアの AI システムが未だ低精度であることが最も多

く挙げられた。また、AI システムなどの利便性が高まり、「化粧品を試す」技術がオン

ラインで発達することで、化粧品 ECへの採用意図が影響される可能性は高いと考えて

いる。これは、今後の化粧品 EC の採用行動を研究する１つの方向性になるとも考えら

れる。また、化粧品に対する知識や関与の水準などによっても、オンライン購入を阻害

する要因の影響は異なったものとなる可能性もあるだろう。以上のように、採用意図に

影響を与える他の要因について、今後検討を重ねる必要がある。 

外的妥当性については、本研究の調査対象者の半数以上が 20 代を占めていたため、

サンプルに偏りが生まれていることに関わる。電子商取引という技術の特徴から、若年

層に受け入れられやすい可能性が考えられる。よって、日本全体の年齢分布に沿ったラ

ンダムサンプリングによって行われる調査では、異なる結果変えられる可能性があると

考える。特に本研究において有意な結果が得られなかったイメージ障壁、リスク障壁に

関して、普段からオンライン親和性の高い若年層を対象にしたことが影響を与えた可能

性が高いと推察している。また、化粧品という財、および、EC というチャネルの持つ特
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殊性も、結果に大きく影響を与えていると考えられる。今後は、サンプルや研究対象を

拡大した更なる分析が待たれるところである。 

日本における化粧品の EC 化は、まだまだ発展途上にある。今後も更なる研究を蓄積

し、「急務」とされる化粧品 EC 化率停滞を克服することで、時間・場所を問わず、誰

もが化粧品を手に取り、より良い購買意思決定が可能となることを期待したい。 
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⻉礅ㅷח㼎ׅ嶊顤罏䠐陎锃叨

կַׅת֮כהֿ׃飑Ⰵד،زأٝ؎ٓٝؔծ⻉礅ㅷדת2��2��ֿ


ְכ
ְְִ

կְׁ♴ג侄ִגְאחيذ؎،礅ㅷ⻉֮ךהֿ׃飑Ⰵדٝ؎2��2��ؔٝٓ
醱侧㔐瘶〳
�
� 	醱侧鼅䫛


㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז
וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك
וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ
ؐسٍء؎،
ٓؕأو
٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،
וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ

2��2�� �植㖈⻉礅ㅷٓٝؔ؎ٝ飑Ⰵַׅתְג׃կ

ְכ
ְְִ

הֿ׃飑Ⰵծ⻉礅ㅷג׃ⵃ欽ز؎؟ـؑؐٝ؎ٓٝؔךוחדת2��2��ֿ
կְׁ瘶ִֶֻגկⰋַׅתָ֮
� 	醱侧鼅䫛


.&&$0♲馉⟻⚸ًأ؝ך鸐顋ز؎؟
)BOLZV�#FBVUZ�0OMJOF
!DPTNF�4IPQQJOH
/0*/
项欰㛔ךⰕ䒭ؔٝٓ؎ٝزأ،
،زأٝ؎Ⱅ䒭ؔٝٓךأؽٕؔ
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ي؝زحس،ءٕؑؐ
فحّءٝ؎Ⱅ䒭ؔٝٓךءْؗزٌخو
2PP��
،زأٝ؎Ⱅ䒭ؔٝٓךسٝٓـ؎ع
➭ך

2��2��չךسٝٓـ؎عⰕ䒭ؔٝٓ؎ٝزأ،պ鼅倯ֶח耀ֹׅת׃կ
կְֻׁג׃鎸ⰅגⰋכ㜥さկ醱侧ְֻׁ֮ג侄ִせسٝٓـ

؎؟ـؑؐٝ؎ְٓٝؔג⢪כֻ׃ծְג⢪ֻ״剑剑ֲך♴⟄��2��2
կְׁ瘶ִֶֻאز


.&&$0♲馉⟻⚸ًأ؝ך鸐顋ز؎؟
)BOLZV�#FBVUZ�0OMJOF
!DPTNF�4IPQQJOH
/0*/
项欰㛔ךⰕ䒭ؔٝٓ؎ٝزأ،
،زأٝ؎Ⱅ䒭ؔٝٓךأؽٕؔ
ي؝زحس،ءٕؑؐ
فحّءٝ؎Ⱅ䒭ؔٝٓךءْؗزٌخو
2PP��
،زأٝ؎Ⱅ䒭ؔٝٓךسٝٓـ؎ع
➭ך

؎؟ٝ؎ְٓٝؔג⢪ֻ״剑חծ⻉礅ㅷ飑顠ְ瘶ְִֶד�2��2��2
וכ㜥䠬ׄהⵃ⤑ָز؎؟ٝ؎ٓٝؔךկֿׅת׃⠿ְֶגְאחز
կ�醱侧㔐瘶〳ַׅד儗זֲ״ך
� 	醱侧鼅䫛


ꣲ㹀ㅷ飑Ⰵֹד

�

�ـ せ�سٝٓ

�俑㶵 �
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䏄莧ד飑Ⰵׅ״㸜ְ
桦ָ넝ְ♷➰زٝ؎ه
湡䔲ךג㉀ㅷחּׅ鋅ֽא
倜ְ׃㉀ㅷ鋅ֽא
佄䩪ְ倯岀ָ鞢㺡֮דꨵ㶨٦طوծؙٖس٦ؕزحآ瘝
寸幥䞔㜠Ⰵ⸂ׅ䗳銲ְָז滠䩪ְ瘝
〡ى؝侧ָ鞢㺡֮ד
鷏俱ָ㸜ְ
涪鷏ךדת傈侧ָ瀉ְ
儗װ㜥䨽孡ח׆ׇח飑Ⰵֹד
幉꧟孡׆ׇח飑Ⰵֹד
⤑ⵃה䠬ׄ㜥ְזכ
➭ך

2��2��⻉礅ㅷٓٝؔך؎ٝ飑Ⰵד㱾הז䙼ֲֿגְאחהծ֮ךתכגⰋ
կְֻׁן鼅ֶג
� 	醱侧鼅䫛


㉀ㅷך㸜Ⰻ䚍ח♶㸜ָ֮կ
կ㸜ָ֮♶ח㸜Ⰻ䚍ךز؎؟ـؑؐ
寸幥䞔㜠װ⦐➂䞔㜠ךⰅ⸂ח♶㸜ָ֮կ
կְז䖤䠬ֶָךוזزٝ؎ه
䏄걧״ח٦ؠ؎غس،٦؍ذ٦ُؽך铡僇ְָזկ
飑Ⰵְ׃⻉礅ㅷٓٝؔך؎ٝ顋㡰ְָזկ
ⴱ劍鏣㹀ָ⦜ְֻׁկךծ⠓㆞涫ꐮ瘝ג֮ח⢪欽،زأٝ؎ٓٝؔ
➭ך

2��2��倜鋉飑Ⰵך㜥さծؔٝٓ؎ٝ飑Ⰵֲ⻉礅ㅷ،؎גְאחيذ侄ִג
♴ְׁկ醱侧㔐瘶〳
� 	醱侧鼅䫛


㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז
וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك
וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ
ؐسٍء؎،
ٓؕأو

�
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٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،
וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ
暴׃זח

ֶאֲך鎸♴يذ؎،礅ㅷ⻉ֲ剑剑ծؔٝٓ؎ٝ飑Ⰵד⚥���2���2
瘶ְִֻׁկ


㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז
וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك
וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ
ؐسٍء؎،
ٓؕأو
٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،
וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ
➭ך

♴ג侄ִ椚歋ֲծؔٝٓ؎ٝ飑Ⰵגְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך��2���2���2
ְׁկ醱侧㔐瘶〳
� 	醱侧鼅䫛


㹋ꥷך葿ָⴓְַַז
⢪欽䠬ָⴓְַַז
聝虠ٕـٓز㔐鼘ְַ׃
㉀ㅷך㸜Ⰻ䚍ח♶㸜ַָ֮
麊鷏♳ך㸜Ⰻ䚍ח♶㸜ַָ֮
䏄걧״ח٦ؠ؎غس،٦؍ذ٦ُؽך鑫稢ז铡僇ָ妜ְַ׃
➭ך


�	ծչכגְאח颵㉏ךַֿ��ꬊ䌢חず䠐ׅծ	�
��ず䠐ׅծ	�
�
�	ծず䠐ׅװװ��
�	ծְזְִהו��
�	ծְז׃ず䠐װװ���ず䠐ְז׃ծ	�
��Ⰻֻず䠐ְז׃պךךא鼅䫛肇ַ剑ךתכג֮א鼅䫛ְֻׁג׃կ

�
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㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז

וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك

וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ

ؐسٍء؎،

ٓؕأو

٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،

וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ

⻉礅ㅷⰋ菙⻉礅ㅷⰋ菙

㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז

կְ׃飑Ⰵדٝ؎ծؔٝٓגְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך♴⟄կְ׃飑Ⰵדٝ؎ծؔٝٓגְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך♴⟄���2���2
倜ְ׃㉀ㅷ顠ֲ㜥さ䟝㹀׃ծ֮ךז䔲תכג玎䏝媮ꥡד鐰⣣ְֻׁגֽא⚵ג׃կ


ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

飑Ⰵׅ礅ㅷ⻉דٝ؎ٓٝؔחծ㼛勻涸גְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך♴⟄飑Ⰵׅ礅ㅷ⻉דٝ؎ٓٝؔחծ㼛勻涸גְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך♴⟄���2���2
կֲկֲ
倜ְ׃㉀ㅷ顠ֲ㜥さ䟝㹀׃ծ֮ךז䔲תכג玎䏝媮ꥡד鐰⣣ְֻׁגֽא⚵ג׃կ


ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃
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וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك

וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ

ؐسٍء؎،

ٓؕأو

٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،

וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ

⻉礅ㅷⰋ菙⻉礅ㅷⰋ菙

㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז

וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك

וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ

飑Ⰵדٝ؎ٓٝؔחך♳ծⵃ⤑䚍ぢגְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך♴⟄飑Ⰵדٝ؎ٓٝؔחך♳ծⵃ⤑䚍ぢגְאחيذ؎،礅ㅷ⻉ך♴⟄���2���2
䙼ֲկהְ׃䙼ֲկהְ׃
倜ְ׃㉀ㅷ顠ֲ㜥さ䟝㹀׃ծ֮ךז䔲תכג玎䏝媮ꥡד鐰⣣ְֻׁגֽא⚵ג׃


ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃
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ؐسٍء؎،

ٓؕأو

٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،

וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ

⻉礅ㅷⰋ菙⻉礅ㅷⰋ菙

2���2��� �猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲֿכה知⽃կ猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲֿכה知⽃կ


2���2��� �猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲֿכה⤑ⵃկ猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲֿכה⤑ⵃկ


2���2���猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷחּׅכ،زأٝ؎ٓٝؔך⢪欽ֹדկ猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷחּׅכ،زأٝ؎ٓٝؔך⢪欽ֹדկ


2���2���
�
猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷٓٝؔך؎ٝ飑Ⰵְׅװַכկ猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷٓٝؔך؎ٝ飑Ⰵְׅװַכկ
�


䓼ֻず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ
ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃



 70 

1/2/21, 7:39 PM化粧品に対する消費者意識調査

Page 8 of 18https://questant.jp/q/cosmetics_asakura#page1

կⵃ⤑כהֿ㢌刿ׅ䞔㜠➂⦍הس٦ٙأػծד،زأٝ؎կؔٝٓⵃ⤑כהֿ㢌刿ׅ䞔㜠➂⦍הس٦ٙأػծד،زأٝ؎2���2���ؔٝٓ


2���2��� �⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲֿכה穗幥涸ה䙼ֲկ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲֿכה穗幥涸ה䙼ֲկ


2���2���猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷٓٝؔך؎ٝ飑Ⰵג״חծ佄䩪ְך鑫稢װ㉀ㅷ猘ך䠐鋅כדծ⻉礅ㅷٓٝؔך؎ٝ飑Ⰵג״חծ佄䩪ְך鑫稢װ㉀ㅷ
䞔㜠״盖椚הזחֲ״ֹד䙼ֲկ䞔㜠״盖椚הזחֲ״ֹד䙼ֲկ


2���2���⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵחֹהְג׃ծؔٝٓ؎ٝ䱸竲ָⴖ׃ג⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵחֹהְג׃ծؔٝٓ؎ٝ䱸竲ָⴖ׃ג
կ䗰ꂁְַזתկ䗰ꂁְַזת
�


2���2���⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵְג׃剑⚥ח乼⡲ָأى饯ְַֹז䗰ꂁ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵְג׃剑⚥ח乼⡲ָأى饯ְַֹז䗰ꂁ
կկ
�


2���2���

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְז鎉ִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃
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⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵְג׃剑⚥חծِ٦ٙأػװي٦ط٦ؠ٦⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵְג׃剑⚥חծِ٦ٙأػװي٦ط٦ؠ٦
կ䗰ꂁָהֿ床ח䩛ךծ痥♲罏׃䞔㜠ָ秺㣟➂⦍ְהسկ䗰ꂁָהֿ床ח䩛ךծ痥♲罏׃䞔㜠ָ秺㣟➂⦍ְהس


2���2���⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ䗳銲ָֹ֮הծ㹋䏄莧أؽ٦؟חؿحةأך䲿⣘⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ䗳銲ָֹ֮הծ㹋䏄莧أؽ٦؟חؿحةأך䲿⣘
կְְג׃կְְג׃


2���2���⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ䗳銲ָֹ֮הծ荈ⴓ荈魦דٝ؎ٓٝؔד飑Ⰵְ׃⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ䗳銲ָֹ֮הծ荈ⴓ荈魦דٝ؎ٓٝؔד飑Ⰵְ׃
կկ
�


2���2���猘ך䠐鋅כדծ倜ְ׃䪮遭כ醱꧟ֺׅג䕵ח甧ֻ֮״ָהְֿזկ猘ך䠐鋅כדծ倜ְ׃䪮遭כ醱꧟ֺׅג䕵ח甧ֻ֮״ָהְֿזկ
�


կָ֮آ٦ً؎ְ׃ꨇָך⢪ֲכأؽ٦؟ؚٝؾحّءךٝ؎կָ֮ؔٝٓآ٦ً؎ְ׃ꨇָך⢪ֲכأؽ٦؟ؚٝؾحّءךٝ؎2���2���ؔٝٓ
�


կְׁ♴ג侄ִגְאחוז统䢪،؛ٝؗأװ礅⻉ך兛媮ךזծ֮כד颵㉏ךַֿ

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃

ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃
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2���2���倜㘗ךإٔ؎ؐشٗ؝䠬厩䭁㣐ծ䭁㣐ծךְֻךו걼䏝ד⻉礅׃תְג׃
ַկ


嫣傈
鹈ח���傈
鹈ח���傈
鹈ח�傈
Ⰻְֻז׃

2���2���倜㘗ךإٔ؎ؐشٗ؝䠬厩䭁㣐䖓ծ䭁㣐䖓ծךְֻךו걼䏝ד⻉礅ַׅתְג׃
կ
�


嫣傈
鹈ח���傈
鹈ח���傈
鹈ח�傈
Ⰻְֻז׃

2���2��� �兛媮ךְֻךו걼䏝ד겣،؛ٝؗأך遤ַׅתְג

嫣傈
鹈ח���傈
鹈ח���傈
鹈ח�傈
Ⰻְֻז׃

2���2��� �♧䏝ך겣ח،؛ٝؗأךծְֻךו儗ַׅתְגַֽ

�儗⟃♳
��ⴓ⟃ⰻ
��ⴓ⟃ⰻ
��ⴓ⟃ⰻ
��ⴓ⟃ⰻ
�ⴓ⟃ⰻ
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Ⰻְֻז׃

2���2���⻉礅ㅷً؎ؙ،؛ٝؗأהفح،㉀ㅷろגְאחծחֲ״ךו䞔㜠
　꧊遤ַׅתְג
կְֻׁגⰅؙحؑثחגⰋךתכג֮
� 	醱侧鼅䫛


劤
꧟钞
ؽٖذ
ؙحصؙٔ
䞔㜠ز؎؟DPTNF瘝
⹛歗ز؎؟:PVUVCF瘝
*OTUBHSBN
5XJUUFS
涰顈䏄ز٦ػرز؎؟ـؑؐٝ؎ٓٝؔך
涰顈䏄ز٦ػرך䏄걧
⻉礅ㅷز؎؟ـؑؐךسٝٓـ
⻉礅ㅷךسٝٓـ䏄걧
ز؎؟ـؑؐٝ؎ٓٝؔך،زأؚحٓس
䏄걧ך،زأؚحٓس
➭ך

2���2��� կַׅת䙼ְהְֻ֮ךו濼陎ָꟼׅחծ⻉礅ㅷכז֮�

ꬊ䌢֮ח
֮
֮װװ
ְזְִהו
ְזת֮
ְז
Ⰻְֻז

2���2���倜㘗إٔ؎ؐشٗ؝䭁㣐䖓ծ⻉礅ㅷך飑顠걼䏝כ㢌ַ׃ת


�
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⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ걼䏝כꬊ䌢ח㟓ִկ
⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ걼䏝כ㟓ִկ
⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ걼䏝כ㼰׃㟓ִկ
կְז㢌הדתֿ
⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ걼䏝כ㼰׃幾կ
⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ걼䏝כ幾կ
⻉礅ㅷ飑Ⰵׅ걼䏝כꬊ䌢ח幾կ

2���2����倜㘗إٔ؎ؐشٗ؝䭁㣐䖓ծ飑Ⰵ걼䏝ָ㟓ִ飑Ⰵ걼䏝ָ㟓ִ⻉礅ㅷ،؎يذ侄ִֻג
կ�醱侧鼅䫛〳ְׁ
�
� 	醱侧鼅䫛


㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז
וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك
וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ
ؐسٍء؎،
ٓؕأو
٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،
וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ
暴׃זח
➭ך

2���2����倜㘗إٔ؎ؐشٗ؝䭁㣐䖓ծ飑Ⰵ걼䏝ָ幾飑Ⰵ걼䏝ָ幾⻉礅ㅷ،؎يذ侄ִֻג
կ�醱侧鼅䫛〳ְׁ
�
� 	醱侧鼅䫛


㛇燉⻉礅ㅷ⻉礅宏ծ繟㺁巉ծ✋巉וז
וזّٝء٦رٝ؋ؿ⻉礅♴㖑ծؙ؎ًأ٦ك
וזؚٝ؍ر٦ؑءծز؎ٓ؎ع٦ؙծث٦ٓؕأ؎ؑؿ
ؐسٍء؎،
ٓؕأو
٦ش؎ٓؐٗـ؎،٦ծش؎ٓ؎،
וזزٝ؍ذծأ〡秊ծؚٗفحٔ
暴׃זח
➭ך

�

�
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걼䏝飑Ⰵׅדز؎؟ـؑؐٝ؎ٓٝؔ

涰顈䏄ز٦ػرד飑Ⰵׅ걼䏝

걼䏝飑Ⰵׅד،زأؚحٓس

⻉礅ㅷ㼔䏄!DPTNF�4503&ծTIPQ�JOוז�ד飑Ⰵׅ걼䏝

걼䏝飑ⰅׅדⰕ䒭䏄莧ך➭ך

㣐ⴖ㣐ⴖ 㣐ⴖְזד㣐ⴖְזד

2���2���倜㘗إٔ؎ؐشٗ؝䭁㣐䖓ծ⻉礅ㅷך飑顠ך➬倯כ㢌ַ׃ת


ꬊ䌢ח㟓ִ 㟓ִ 㟓ִװװ 㢌ְז 幾װװ 幾 ꬊ䌢ח幾

կׅת׃⠿ְֶגְאחֿװꟼ䗰㼎ׅח礅ㅷ⻉ךזծ֮כ颵㉏ךַֿ

2���2���⻉礅ㅷגְאחծ֮ךז罋ִ⠿ְׅתկ
�
չ⻉礅ㅷגהח׃כպַ֮דֲוծ⟃♴����갪湡鐰⣣ֻׁג׃
ְկ
ַו鵚ְ倯���媮ꥡד鐰⣣ׅת׃կ
�
⻉礅ㅷכ猘גהחծ⻉礅ㅷכ猘גהחծ


"" �� �� �� �� �� �� �� ##
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ְ״דֲוְ״דֲו ְזֻ״דֲוְזֻ״דֲו

ꟼ⤘ְזꟼ⤘ְז ꟼ⤘֮ꟼ⤘֮

䠐ָ֮䠐ָ֮ 䠐ְָז䠐ְָז

䕵ח甧ְז䕵ח甧ְז 䕵ח甧א䕵ח甧א

⣣⦼ָ֮⣣⦼ָ֮ ⣣⦼ְָז⣣⦼ְָז

❈稢֮ד❈稢֮ד ꅾ㣐֮דꅾ㣐֮ד

剣渣剣渣 剣渣ְזד剣渣ְזד

孡ְגַֽח孡ְגַֽח 孡ְזְגַֽח孡ְזְגַֽח

莆ְָז莆ְָז 莆ָ֮莆ָ֮

噰גꅾ銲噰גꅾ銲 Ⰻֻꅾ銲ְזדⰋֻꅾ銲ְזד

䗳갭֮ד䗳갭֮ד 䗳갭ְזד䗳갭ְזד

鷌㾄鷌㾄 莆帾ְ莆帾ְ

ְז׃ְֻֻז׃ֻֻ ֻֻֻֻׅׅ

눁⸂涸눁⸂涸 눁⸂涸ְזד눁⸂涸ְזד
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䎂ⳝ䎂ⳝ 䟦ֹֽא䟦ֹֽא

♶〳妀♶〳妀 ♶〳妀ְזד♶〳妀ְזד

䩛חⰅְזֻ䩛חⰅְזֻ 䩛חⰅְ䩛חⰅְ

妜ְ׃妜ְ׃ 妜ְזֻ׃妜ְזֻ׃

䗳銲ְָז䗳銲ְָז 䗳銲䗳銲

ꣲ㹀ㅷ飑Ⰵהֹֿד

䏄莧ד飑Ⰵׅ״㸜ְֿה

ה桦ָ넝ְֿ♷➰زٝ؎ه

湡䔲ךג㉀ㅷחּׅ鋅הֽֿא

ׅד׃㼰ה֮

2���2���⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵׅꥷחծ֮זֲ״ךוכז挿ꅾ鋔ת׃⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ飑Ⰵׅꥷחծ֮זֲ״ךוכז挿ꅾ鋔ת׃
ַַׅׅ
飑Ⰵְׁז倯כ⻉礅ㅷדٝ؎ٓٝؔ顠ֲה䟝㹀ג׃ծ䔲תכג玎䏝
媮ꥡד鐰⣣׃ծ⚵ְֻׁגֽאկ


ꬊ䌢חず䠐ׅ ず䠐ׅ ず䠐ׅװװ ְזְִהו ְז׃ず䠐װװ ず䠐ְז׃ Ⰻֻず䠐ְז׃
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㸜Ⰻ䚍ךز؎؟ـؑؐ

佄䩪ְ倯岀ָ鞢㺡֮דꨵ㶨٦طوծؙٖس٦ؕزحآ瘝

寸幥䞔㜠Ⰵ⸂ׅ䗳銲ְָז滠䩪ְ瘝

倜ְ׃㉀ㅷ鋅הֽֿא

⩝暟ًأ؝㔐鼘ךך叨㹀ָהְֿגְא

〡ى؝鐰⣣ָ葺ְ

鷏俱ָ㸜ְ

涪鷏ךדת傈侧ָ瀉ְ

կְֻׁג׃鼅䫛ךתכגկ䔲ׅדךꟼׅח荈魦זծ֮כ颵㉏ךַֿ

2���2���
�

կְֻׁג侄ִ䎃룳ךז֮
�˟
劤锃叨ד䖤穠卓״ח⦐➂ָ暴㹀ׁ〳腉䚍כ♧ⴖׇ֮תկ
涺圫ַ㔐瘶䖤כة٦رծ⿑㺘ח⥂盖׃ծ䢅ꅾ》ח䪔ְׅתկ

鼅䫛ְֻׁג׃
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2���2���
�

կְֻׁג侄ִ魦㖑⳿ךז֮
�˟
劤锃叨ד䖤穠卓״ח⦐➂ָ暴㹀ׁ〳腉䚍כ♧ⴖׇ֮תկ
涺圫ַ㔐瘶䖤כة٦رծ⿑㺘ח⥂盖׃ծ䢅ꅾ》ח䪔ְׅתկ

傈劤
،ًٔؕ
⚥㕂
أٝٓؿ
ꯑ㕂
أؘٔ؎
خ؎س
➭ך

2���2���
�

կְֻׁג侄ִ㽿⡝㖑ך植㖈ךז֮
�˟
劤锃叨ד䖤穠卓״ח⦐➂ָ暴㹀ׁ〳腉䚍כ♧ⴖׇ֮תկ
涺圫ַ㔐瘶䖤כة٦رծ⿑㺘ח⥂盖׃ծ䢅ꅾ》ח䪔ְׅתկ

傈劤
،ًٔؕ
⚥㕂
أٝٓؿ
ꯑ㕂
أؘٔ؎
خ؎س
➭ך

2���2���
�

կְֻׁג侄ִ耵噟ךז֮
�˟
劤锃叨ד䖤穠卓״ח⦐➂ָ暴㹀ׁ〳腉䚍כ♧ⴖׇ֮תկ
涺圫ַ㔐瘶䖤כة٦رծ⿑㺘ח⥂盖׃ծ䢅ꅾ》ח䪔ְׅתկ

⠓爡㆞
Ⱅ㆞
荈㌀噟
⠓爡䕵㆞
荈歋噟
㼔噟⚺㮑

�

�
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㷕欰
ز؎غٕ،���ز٦ػ
搀耵
➭ך

2���2���
�

կְֻׁג侄ִ　䎃ךז֮
�˟
劤锃叨ד䖤穠卓״ח⦐➂ָ暴㹀ׁ〳腉䚍כ♧ⴖׇ֮תկ
涺圫ַ㔐瘶䖤כة٦رծ⿑㺘ח⥂盖׃ծ䢅ꅾ》ח䪔ְׅתկ

�

鼅䫛ְֻׁג׃

鷏⥋


